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1

年度 2018 19 20 21 22 23 24 25 26 27

基本構想

まちの将来像と、これを達成
するための基本方針を示すも
ので、南丹市のまちづくりの指
針。

実施計画

基本計画に示した施策の方
向にしたがって、具体的な施
策・事業を示すもの。

（３年間の計画をローリング方
式により毎年度策定）

１ 実施計画の構成と期間

2018 年度 ～ 2027 年度

2021 ～ 2023

2018 ～ 2020

2019 ～ 2021

2020 ～ 2022

2022 ～ 2024

2023 ～ 2025



2

（１）実施計画策定の目的

第２次南丹市総合振興計画の基本構想に定めた施策の方針を財政的な裏付けをもって実施していくため、その具体的な

事業の計画的かつ効果的な執行を図るために策定するものです。

（２）実施計画の役割

実施計画は前年度のふりかえりをふまえ、将来にわたる財政の見通しや行政改革推進の視点に立ち、基本構想の施策体

系および計画推進の基本姿勢に基づく主要な事業を明らかにします。

（３）計画の期間

期間は２０２２年度から２０２４年度までの３年間とします。

事業実施期間については、期間が明確な事業についてはその期間を記入していますが、継続的な事業に関しては実施計

画の計画期間である２０２４年度までを事業実施期間としています。また、社会経済情勢の変化や市民ニーズ、行財政状

況等の動向に対応するため、毎年度ローリング方式により策定します。

２ 実施計画の概要
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（４）実施計画の構成

総合振興計画の８つの「基本方針」とそれぞれの「基本施策」に位置づけて、それぞれの施策推進の基本的な考え方に

基づき、南丹市総合振興計画期間内に重点的に実施すべき施策について、その施策ごとに主要実施事業として取りまとめ

て掲載しています。

また、市民の利用に供する施設以外の庁舎などに係る維持・管理・修繕等の経常経費的な事業は掲載しておりません。

（５）計画策定の考え方

１年目は「概ねどれくらいの規模の事業であるのか」を示し、２年目以降については「１年で終わる事業なのか、継続

して実施する事業なのか」といった事業の方向性を示すものであり、事業費は経済状況、財政状況などを考慮して、予算

作成時に改めて検討するものとします。

よって、事業費は予算書に掲載された予算額と異なる場合があります。また、所管課についても、実際に予算計上なら

びに執行する段階で変更される場合があります。

２ 実施計画の概要



4

南丹市の未来を実現するための、８つの「基本方針」と、４７の「基本施策」

３ 施策の体系図
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■ 実施事業一覧 ■
（２０２２年度～２０２４年度）

４ 実施事業一覧表



（注意）事業費及び所管課は公表時のものであり、実際の予算額や所管課とは異なる場合があります。 6

第２次南丹市総合振興計画 実施計画 主な事業一覧（2022～2024 年度）

【重点テーマ】 「定住促進～住み続けたいまち・住んでみたいまち～」 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 地域連携型住宅整備事業
地域団体が行う空き家を活用した定住促進拠点施設（お試し住

宅など）の整備に対して、補助金を交付する。

3,000

(3,000)
継続 継続 地域振興課

2
Ｕターン者住宅購入等支

援事業

子育て世帯のＵターンによる定住の促進と地域経済の活性化を

目的として、市内において住宅を購入、新築又は改築を伴いＵタ

ーンする子育て世帯に対し、南丹市商工会が発行する商品券を交

付する。

3,900

(5,200)
継続 継続 地域振興課

3 おかえり南丹支援事業
南丹市内に事業所を有する企業の魅力や、南丹市の持つ地域資

源の魅力を発信する冊子を更新、配布する。

0

(0)
継続 継続 商工課

4 移住促進事業

移住促進特別区域内において、移住者が自ら居住するために行

う空き家の改修と、当該空き家の所有者が移住者を受け入れるた

めに行う環境整備に対して、補助金を交付する。

66,500

(38,000)
継続 継続 地域振興課

5
定住促進地域情報発信ツ

ール整備事業

定住促進を目的として、地域団体等が主体となって、集落支援

員、地域おこし協力隊やまちづくりデザインセンターと連携して

行う地域の情報を発信する事業に対して補助金を交付する。

2,000

(2,000)
継続 継続 地域振興課

6
定住促進地域イベント支

援事業

地域団体が定住促進イベント（移住希望者が参加する田舎暮ら

し体験会や現地案内会など）を開催する場合、イベント開催費に

対して、補助金を交付する。

1,200

(1,200)
継続 継続 地域振興課

7 企業連携移住促進事業

移住促進特別区域において、企業や地域団体が移住者向けの社

員寮・賃貸住宅などを整備する場合、その整備費・設計費に対し

補助金を交付する。

6,000

(6,000)
継続 継続 地域振興課

8
サテライトオフィス誘致

事業者等支援事業

空き家などについて、所有者が企業にサテライトオフィス（本

社から離れた場所に設置する事業所）を展開させるために家財道

具の撤去などを行う場合、その撤去費などに補助金を交付する。

8,100

(3,100)
継続 継続 商工課
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9 移住者起業支援事業

移住促進特別区域において、移住者が、既存施設を改修・増築

して店舗や事務所を開設し起業する場合において、その移住者に

補助金を交付する。

60,000

(30,000)
継続 継続 地域振興課

10 子育て応援住宅支援事業

子育て世帯のうち、多子世帯が居住又は三世代同居若しくは近

居する世帯が住宅をリフォームする場合において、その世帯に補

助金を交付する。

12,000

(6,000)
継続 継続 地域振興課

11 結婚新生活支援事業

新婚世帯の移住と定住促進を目的として、新婚世帯の婚姻に伴

う住宅取得費・住宅リフォーム費・住宅賃借費・引越費に対して、

補助金を交付する。

4,500

(4,500)
継続 継続 地域振興課

2022 年度

制度拡充

12
おためし地方暮らし推進

事業

南丹市・丹波篠山市・高島市・JR が行う「おためし地方暮らし」

（市：住居仲介・JR:鉄道費支援）について、JR の広告媒体（電車

中吊り広告など）を活用した広報活動を共同展開する。

2,000

(0)

継続 継続 地域振興課
2022 年度

新規

13
シティプロモーション推

進事業

本市の魅力ある資源や様々な取り組みを活用し、戦略的にプロ

モーションを行い、全国に対し南丹市のイメージや知名度を向上

させることにより、交流人口の増加を図るとともに定住人口の増

加につなげる事業を実施する。

1,062

(999)
継続 継続 秘書広報課

14 企業支援事業

京都府及び府内市町村と企業立地に向けた情報交換を行う連絡

会に参加するとともに、企業立地を誘導するため奨励金を交付す

る。

19,836

(29,622)
継続 継続 商工課

15 京都新光悦村推進事業

企業誘致の促進により、地域経済の振興や地域雇用の促進を図

るため、南丹市京都新光悦村企業立地促進条例に基づき、企業立

地奨励金を交付する。京都府と連携し、市内外にアピールする取

り組みを行い、誘致促進につなげる。

また、企業間の交流を深める場を設け、「伝統と先端の融合によ

る新しい生活文化産業の創造」の実現に向けた仕組み・組織づく

りを行う。

22,061

(3,567)
継続 継続 商工課

16
わくわく地方生活実現事

業

東京 23 区等から移住し、予め登録された市内企業へ就職し 5年以

上居住の意思のあるものに対し補助金を交付する。

0

(0)
継続 継続 商工課
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基本方針１ つながりのあるまちづくり【人権・コミュニティ・協働】

（１）人権の尊重 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 人権啓発事業

市民一人ひとりが、講演会の開催や啓発活動などにより人権尊

重の理念に関する理解を深めることによって「人権感覚の豊かな

社会」を構築する。

5,100

(5,100)
継続 継続 人権政策課

2 地域センター管理運営費
地域交流・活動の拠点である地域センター等の維持管理運営及

び相談事業を実施し、あわせて各種講座等を開設する。

32,156

(24,900)
継続 継続 人権政策課

3
南丹市文化センター運営

審議会運営費

地域センター（文化センター）の管理状況や講座、文化祭や地

域住民の交流事業などについて審議いただき、地域センターの円

滑な運営を図るため、審議会を開催する。

200

(200)
継続 継続 人権政策課

4 地域交流活性化支援事業
各地域センターにおいて、講座の開催及び文化祭等を通して、

地域文化の継承を図るとともに交流を深める。

3,700

(3,700)
継続 継続 人権政策課

5 人権教育事業

人権に関する学習機会を提供し市民の人権意識の高揚を図るこ

とを目的として開催をする。

また、障がいのある方の社会参加の促進と学習意欲の向上に向

けた講座の開講や各研修会への参加を図る。

625

(699)
継続 継続 社会教育課

6 教育集会所管理運営費 教育集会所の運営及び施設管理を行う。
1,861

(1,918)
継続 継続 社会教育課

（２）男女共同参画社会の推進 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1
男女共同参画社会推進事

業

男女共同参画事業「キラリなんたん」をはじめとする啓発事業

や、女性相談事業などを行い、男女が性別にかかわらず、一人ひ

とりの多様な個性や互いの自分らしさを認め合って生活できる社

会の実現をめざす。

1,900

(1,900)
継続 継続 人権政策課

2 園部女性の館管理運営費 「園部女性の館」の施設管理運営及び各種講座を開設する。 3,700 継続 継続 人権政策課
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(3,700)

（３）地域コミュニティ活動の活性化 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1
地域おこし協力隊活動推

進事業

都市部に居住していた若者が、地域おこし協力隊となって人口

減少など多くの課題を抱える当市に自らの生活の拠点を移し、地

域活性化の支援や住民生活支援などの活動を行う。

26,973

(26,677)
継続 継続 地域振興課

2 ひとものクロス推進事業
数年ごとに市役所・社協・ＭＤＣ・各市民団体が持っている備

品・講師リストの更新を行い、各団体に発信する。

0

(0)

必要に応

じて実施

必要に応

じて実施
地域振興課

3 自治振興会館管理運営費 八木・日吉・美山管内の自治振興施設を適正に管理する。
11,410

(12,201)
継続 継続 地域振興課

4 各種イベント等開催事業
市民相互への感謝とともに、広く市民の参加と交流を促進する

ため美山ふるさと祭を開催する。

1,345

(1,345)
継続 継続 市民協働室

5
南丹市美山町振興会支援

事業

地域課題の克服や人材育成など多様な活動に取り組む地域振興

会に対し支援を行い、住民の主体的なコミュニティ活動の推進を

図る。

7,500

(7,500)
継続 継続

地域振興課

美山支所総務

課

6
小学校跡施設利活用推進

事業

地域活動の拠点である小学校跡施設の利活用を進め、地域の振

興を図る。

11,292

(0)
継続 継続 総務課

（４）協働のまちづくりの推進 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 市民協働推進事業

市民が主体となって地域などの公共的な課題を解決するために

取り組む事業に対して補助を行い、市民活動の活性化を目指すと

ともに、市民協働を適切に推進するための第三者委員会を開催す

る。

4,583

(6,831)
継続 継続 地域振興課
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2
なんたん中間支援センタ

ー運営事業

市民協働のまちづくりを推進し、地域課題やニーズの変化に対

応した支援を行うため、「南丹市まちづくりデザインセンター」の

運営を委託する。

5,243

(5,116)
継続 継続 地域振興課

3 大学等連携推進事業

府内に拠点を置く大学などの高等教育機関や南丹市と協定を締

結している学校の学生が、主体となって市内で取り組む事業に対

し、補助を行う。また、学生と地域住民の交流の機会づくりを行

う。

1,446

(1,046)
継続 継続 地域振興課

4 過疎地域活性化支援事業
過疎地域における地域の課題解決や人材育成など、個性ある地

域づくりの推進と地域活性化を目指す活動に支援を行う。

1,160

(1,160)
継続 継続 地域振興課

（５）交流活動の推進 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 国際交流事業
市民を対象に国際的な交流活動や外国語教室、在住外国人に対

する支援事業等を南丹市国際交流協会に委託し、実施する。

3,163

(3,163)
継続 継続 地域振興課

2
ものづくりのまち推進事

業

誰もが気軽にものづくりを体験できる体験事業や工芸を主とし

た展示会の開催のほかものづくりの推進を目指したネットワーク

の構築を図る。

513

(913)
継続 継続 地域振興課
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基本方針２ 健やかで幸せに暮らせるまちづくり【保健・子育て・医療・福祉】

（１）健康づくりの推進 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 母子保健事業

妊娠期から切れ目のない支援を行うことで、妊婦の不安を軽減

し、すこやかな子供の誕生と健全な成長発達、保護者の不安軽減

や正しい食習慣・生活習慣の基礎をつくることを目的として、利

用者支援事業母子保健型、産後ケア事業、産前・産後サポート事

業（マタニティ訪問）、乳幼児健診やパパママ教室等を実施する。

11,003

(11,228)
継続 継続 保健医療課

2 育児支援事業
育児不安を軽減し仲間づくりと育児力を高めることを目的に、

離乳食教室・親子教室・子育て相談等を実施する。

1,804

(1,902)
継続 継続 保健医療課

3 不妊治療等給付事業
不妊治療等を受けている夫婦に、不妊治療に要した自己負担額

の 2分の 1を補助する。

2,167

(1,529)
継続 継続 保健医療課

4 妊産婦健康診査事業

健康診査を受診した妊婦及び産婦の費用を医療機関等へ支払う

健診委託料などの経費。妊娠届を出された妊婦の方に、14 回分（多

胎の場合は 6回分を追加）妊婦健康診査公費負担受診券を配布。

産婦に 2回分の産婦健康診査公費負担受診券を配布。

16,775

(18,058)
継続 継続 保健医療課

5 健康づくり推進事業

健幸まちづくり推進協議会の開催や健康づくり推進事業を実施

する。また、食生活改善推進員会の活動助成や献血者への謝礼、

ＩＣＴを活用した健幸ポイント事業等健幸都市プロジェクトの推

進を行う。

32,101

(23,177)
継続 継続 保健医療課

6 未熟児養育医療給付事業
身体の発育が未熟なまま生まれた児に対し、入院治療費の一部

を公費負担する。

6,908

(7,208)
継続 継続 保健医療課

7 健康増進事業

生活習慣改善目的の健康教室、健康相談などを実施する。また、

20 歳～39 歳を対象としたメタボ予防や肝炎ウイルスなどの健診

を実施する。

3,508

(3,465)
継続 継続 保健医療課

8 各種検診事業

各種がん検診（肺がん、胃がん、大腸がん、乳がん、子宮がん）

や、クーポン券を使用したがん検診（節目検診）、歯科健診等を実

施する。

73,447

(76,719)
継続 継続 保健医療課

9 すこやか健診事業 75 歳以上を対象としたすこやか健診と歯科健診を実施する。
17,994

(17,759)
継続 継続 保健医療課
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10 予防接種事業
予防接種法による小児および高齢者等の定期予防接種を実施す

る。

99,238

(94,189)
継続 継続 保健医療課

11
保健福祉センター管理運

営費

保健事業実施の拠点施設である市内４箇所の保健福祉センター

の維持管理を行う。

12,958

(8,271)
継続 継続 保健医療課

12 後期高齢者保健事業

高齢者の通いの場等に出向き、介護予防と一体的に健康教室を

行うとともに、フレイル状態にある高齢者を発見し、保健指導を

実施する。また、後期高齢者医療被保険者対象の人間ドック受診

費用の一部助成を行う。

1,943

(1,929)
継続 継続

保健医療課

高齢福祉課

市民課

13 精神保健事業
メンタルヘルスチェックシステム「こころの体温計」の管理及

び睡眠講演会等を開催する。

102

(117)
継続 継続 保健医療課

（２）地域福祉の推進 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 民生委員推薦会運営費

民生委員・児童委員及び主任児童委員に欠員が生じた場合、候

補者の推薦にあたり、推薦会及び推薦準備会を開催し、民生委員・

児童委員候補者の推薦について必要な調査並びに審査を行い、京

都府知事に推薦する。

847

(230)
継続 継続 福祉相談課

2
民生委員・児童委員協議会

運営事業

民生委員・児童委員の相談支援活動を円滑に遂行し、地域福祉

の増進に寄与するため、協力を通してお互いが向上することを促

進するために組織されている各町民生児童委員協議会に対し助成

を行い、活動を支援する。

15,958

(15,867)
継続 継続 福祉相談課

3 地域福祉推進事業
第 3期南丹市地域福祉計画に基づき、市民・事業者・社協・行

政等がそれぞれの役割を果たすことで地域福祉の推進を目指す。

78,331

(79,314)
継続 継続 福祉相談課

4 安心生活基盤構築事業

地域福祉を推進する住民主体の組織づくり、活動拠点づくり、

民間事業者と連携した見守りネットワークづくり等を通じて共助

の基盤づくりを進める。

4,000

(4,000)
継続 継続 福祉相談課

5
成年後見制度普及啓発事

業

国の成年後見制度利用促進法施行に伴う市の取り組みとして、

権利擁護・成年後見センターを設置し、相談支援、制度の普及啓

発等を実施し、成年後見制度利用促進に向けた体制整備を行なう。

3,007

(3,017)
継続 継続 福祉相談課



（注意）事業費及び所管課は公表時のものであり、実際の予算額や所管課とは異なる場合があります。 13

6
成年後見制度利用支援事

業

認知症等により物事を判断する能力が不十分で、本人の権利を

守るための援助者を選ぶ必要がある方に対し、成年後見制度の利

用について支援する。

7,369

(4,009)
継続 継続 福祉相談課

7 市民後見人材育成事業
養成した市民後見人の知識の維持向上のためのフォローアップ

研修を実施する。

98

(101)
継続 継続 福祉相談課

（３）子育て支援の充実 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 児童館管理運営費

健全な遊びと集団性・創造性を養い、健康で豊かな心を持った

児童を育成するため各児童館(児童老人会館)を中心とした周辺地

域の児童を対象に学習・体育・文化活動等を実施。あわせて地域

の子ども会、老人会等の団体の活動を支援する。

4,802

(11,500)
継続 継続 人権政策課

2 福祉医療費支給事業

一定所得額以下のひとり親等について、医療機関でかかった医

療費の自己負担分を市が給付する。府補助制度の対象者は、年度

当初で 18 歳未満の児童とその保護者であるが、市の独自制度で、

年度当初で 18 歳以上の高等学校在学中の児童とその保護者まで

対象範囲を拡充している。

23,984

(24,071)
継続 継続

子育て支援

課

3
京都子育て支援医療費助

成事業

出生から中学校卒業までの入院または外来の医療機関でかかっ

た医療費の自己負担分のうち、1ヵ月 1 医療機関につき 200 円を

控除した額を助成する。

70,882

(70,894)
継続 継続

子育て支援

課

4
すこやか子育て医療費助

成事業

高校生が通院または入院で医療機関にかかった医療費の自己負

担分のうち、1 ヵ月 1 医療機関につき 800 円を控除した額を助成

する。

5,501

(5,501)
継続 継続

子育て支援

課

5 母子寡婦福祉会補助事業
南丹市母子寡婦福祉会に対して補助金を交付し、母子寡婦を中

心とする自主的な組織の活動促進を図る。

250

(450)
継続 継続

子育て支援

課

6 次世代育成支援対策事業

「第 2期南丹市子ども・子育て支援事業計画」「南丹市子どもの

未来応援プラン」の進行管理を行うとともに、「南丹市子ども・子

育て会議」を開催し、計画の進捗状況や幼稚園、保育所の利用状

況等について報告する中で、子育て施策の推進について協議して

454

(455)
継続 継続

子育て支援

課
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いく。

7 子宝祝金事業

南丹市の次代を担う児童の出産を祝福して祝金を支給すること

により、その児童のすこやかな成長を支援するもの。対象児童 1

人につき第 1子については 5万円、第 2子については 10 万円、第

3子以降については 20 万円を支給する。

21,617

(23,419)
継続 継続

子育て支援

課

8 子育て手当支給事業

南丹市に居住する 5歳までの児童の保護者に、手当として月額

で第 1子 2,000 円、第 2 子 3,000 円、第 3 子以降 5,000 円を支給

する。

33,812

(35,740)
継続 継続

子育て支援

課

9 入学祝金支給事業

南丹市の次代を担う児童が小・中学校に入学したときに祝金を

支給することにより、その児童のすこやかな成長を支援するもの。

保護者に対し小学校 3万円、中学校 4万円の入学祝金を支給する。

16,740

(15,550)
継続 継続

子育て支援

課

10 児童扶養手当支給事業
離婚等によるひとり親家庭、あるいは父または母が重度障がい

のある家庭で、児童の監護・養育に対して手当を支給する。

119,682

(124,808)
継続 継続

子育て支援

課

11 児童福祉施設入所事業

ＤＶ被害者の避難等、母子の安全確保と自立支援のため、母子

生活支援施設において保護を行う。

また、妊産婦が保健上必要あるにもかかわらず、経済的理由に

より入院助産を受けることができない場合において、その妊産婦

からの申込みにより助産施設において助産を行う。

21,925

(22,681)
継続 継続

子育て支援

課

12 母子等生活支援事業
ひとり親の情報交換、生活支援講習会を開催。母子家庭の生活

の自立を促進するため、資格取得に対して給付金を支給する。

5,109

(1,913)
継続 継続

子育て支援

課

13 子育て短期支援事業

保護者の疾病などの社会的な理由によって、家庭における養育

が困難になった児童を施設に一定期間入所させ養育を行う児童シ

ョートステイ事業と、保護者の仕事などが恒常的に夜間にわたる

場合や休日に不在となるため、家庭における生活が困難になった

児童を施設に一定期間通所させ生活の安定等を図る児童トワイラ

イトステイ事業を、児童養護施設への委託により実施する。

490

(490)
継続 継続

子育て支援

課

14 利用者支援事業

子どもや保護者の身近な場所において、教育・保育施設や地域

の子育て支援事業等を円滑に利用できるよう、利用希望者の個別

ニーズを把握し、それに基づいて情報の集約・提供、相談、利用支

援及び援助等を行う。直営で開設している子育て支援拠点施設「子

育てすこやかセンター」と民間委託で開設している「ぽこぽこく

4,034

(6,741)
継続 継続

子育て支援

課
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らぶ」の 2か所で実施している。

15 養育支援訪問事業

乳児家庭全戸訪問事業の実施結果や母子保健事業からの情報提

供や通告等により把握し、妊娠・出産・育児期に特に養育支援が

必要とされる家庭に対し、保健師・助産師・保育士等がその居宅

を訪問し、養育に関する指導、助言を行うことにより、その家庭

の適切な養育を確保する。

170

(166)
継続 継続

子育て支援

課

16
産前・産後サポート事業

（訪問支援サービス）

母子保健事業の中で実施している産前・産後サポート事業（妊

産婦等やその家族への専門的相談支援）の延長として、妊産婦や

家族の精神的、身体的負担の軽減を図るため、訪問支援サービス

（家事、育児支援）を実施する。

189

(108)
継続 継続

子育て支援

課

17 赤ちゃん応援隊活動事業

概ね 1歳未満の乳児を養育する家庭や妊婦のいる家庭に、赤ち

ゃん応援隊として地域の子育て経験者等が訪問し、子育てに関す

る情報提供や相談、助言を行う。その初回訪問時には育児用品等

をプレゼントする。

156

(160)
継続 継続

子育て支援

課

18 要保護児童対策事業

児童虐待をはじめ要保護児童への支援対応を図る。また、関係

機関で組織する要保護児童対策地域協議会を運営。児童虐待の未

然予防、早期発見のための啓発活動を推進する。

971

(13,616)
継続 継続

子育て支援

課

19 ファミリーサポート事業

地域の中で子育ての「援助を受けたい人」と「援助を行いたい

人」が、それぞれ「ファミリー・サポート・センター」に会員登録

し、地域の中で子育てを援助する。

1,635

(1,584)
継続 継続

子育て支援

課

20
小児慢性特定疾病児童日

常生活用具給付事業

在宅の小児慢性特定疾病児に対し、日常生活用具を給付するこ

とにより、日常生活の便宜を図り、福祉の増進に資する。

156

(156)
継続 継続

子育て支援

課

21 児童手当支給事業

中学校卒業までの児童を養育している父母などに対し児童手当

を支給する。月額で 3歳未満は 15,000 円、3歳以上小学校修了前

は 10,000 円（第 3 子以降は 15,000 円）、中学生は 10,000 円を支

給する（所得制限がある）。

374,290

(383,955)
継続 継続

子育て支援

課

22 にこにこ育児推進事業

子育ての不安解消のため、少人数できめ細かな対応を主に、課

題設定型講座を開催する。ペアレントトレーニングの手法を用い

「ほめる育児」を推奨するため、登録制のシリーズ講座として「ほ

めかた教室」を実施。また、救急医療受診の目安など、家庭で対応

できる医療に関する知識と対処法も学ぶ「医療のかかり方講座」

を実施する。

188

(188)
継続 継続

子育て支援

課



（注意）事業費及び所管課は公表時のものであり、実際の予算額や所管課とは異なる場合があります。 16

23
児童虐待防止対策支援事

業

要保護児童対策（児童虐待防止）の取組として、児童虐待に対

する意識啓発や児童虐待防止対策を推進するため、広報・啓発活

動を行う。

267

(267)
継続 継続

子育て支援

課

24
子ども・子育て支援給付事

業

子ども・子育て支援法等にもとづく各給付。認定こども園への

施設型給付、広域入所委託料、病児保育事業負担金、「幼児教育・

保育の無償化」による施設等利用給付費等を給付する。

212,052

(205,273)
継続 継続

子育て支援

課

25
子ども家庭サポートセン

ター管理運営費

経済的困窮に限らず、さまざまな状況にある子ども達に対し、

安心して過ごせる居場所を提供し、活動を共にする大人と信頼関

係を築きながら、自己肯定感を養い、心の豊かさと生きる力の向

上に向け支援する。

20,012

(20,038)
継続 継続

子育て支援

課

26 ブックスタート事業

すべての赤ちゃんと保護者に、絵本を開く体験と一緒に絵本を

手渡し、親子の心ふれあうひとときを持つきっかけをつくる「ブ

ックスタート事業」を、乳児健診の場を活用し行う。

265

(272)
継続 継続

子育て支援

課

27 公立保育所運営事業

児童福祉法に基づき、昼間保育が必要な乳幼児のための児童福

祉施設の運営。就学前児童の健全な育成と保護者の就労等を中心

とする子育て支援を行う。

145,307

(223,688)
継続 継続

子育て支援

課

28
子育てすこやかセンター

管理運営費

主に妊産婦や修学前児童とその保護者を対象に、つどいや学び

の場と情報を提供するほか、子育て相談にも応じ、親子の育ちを

支援する施設として子育て支援拠点施設「子育てすこやかセンタ

ー」を開設している。

また、民間委託により、八木町を中心に広場事業を開設。他地

域でも出張広場事業を実施し、多様な機会と居場所を提供してい

る。

14,369

(14,283)
継続 継続

子育て支援

課

29 放課後児童健全育成事業

児童福祉法第 6条の 3第 2 項の規定に基づき、保護者が就労等

により昼間家庭にいない児童に対し、適切な遊び及び生活の場を

与えることにより、その健全な育成を図るため、放課後児童健全

育成事業（放課後児童クラブ）を市内 7ヶ所で実施。

108,987

(108,987)
継続 継続 社会教育課

30 児童福祉施設整備事業
放課後児童クラブの運営場所を通学校付近に新設する等によ

り、放課後児童健全育成事業の施設充実を図る。

195,709

(367,113)

必要に応

じて実施

必要に応

じて実施
社会教育課

31
保育人材確保・定着支援事

業

保育人材が不足し、待機児童が生じている状況を改善するため、

市内の民間保育施設で就職した場合、または保育士・幼稚園教諭

として南丹市職員専門職に採用された場合に、採用者が返済する

3,415

（－）
継続 継続

子育て支援

課

2022年度
新規
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奨学金の一部を助成する。

また、民間、公立問わず、新たに採用となった方が、これを機に

本市に転入され住居を確保される場合に、家賃の一部を助成する。

加えて本市新規採用職員に対し、就業の長期継続を確保するた

め、寄り添い型の新任研修を企画するなど、研修の機会の充実を

図る。

（４）高齢者福祉の充実 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 老人医療費支給事業

65 歳以上 70 歳未満の方で、所得基準等一定の要件に該当する

方に対し、保険医療費の自己負担額の一部を助成する。京都府の

補助制度に基づき、府下統一で実施している。

14,844

(21,202)
継続 継続 高齢福祉課

2 外出支援サービス事業

一般公共交通機関を利用して外出することが困難と認められる

高齢者や心身に障がいのある方について、送迎用車両（リフト付

等）を使用し、医療機関及び院外薬局への送迎を行う。自己負担

あり。

53,429

(49,260)
継続 継続 高齢福祉課

3 訪問理美容サービス事業

在宅で寝たきりや認知症などの理由から、理容院または美容院

に出向くことが困難な方に対し、居宅で理美容サービスが受けら

れるよう、理美容師の出張に要する経費の一部を助成する。

103

(110)
継続 継続 高齢福祉課

4 高齢者実態把握事業

概ね 65 歳以上のひとり暮らし高齢者等を対象に高齢者宅を訪

問し、高齢者の日常生活や状態像を確認することにより、要介護

状態への進行を防止する。

250

(1,000)
継続 継続 高齢福祉課

5 緊急通報体制等整備事業

ひとり暮らし高齢者等の日常生活における不安解消と安全確保

を図るため、緊急通報装置を設置し、近隣の協力者（3か所）への

連絡体制を確保し、急病時等の迅速な対応を可能とする。機器の

使用料等を助成し、通話料は利用者が負担する。

新規受付はなく、新システムに移行している。

101

(137)
継続 継続 高齢福祉課

6 家族介護慰労事業
在宅で重度の要介護者を介護している家族の方を対象に、一定

の要件を満たす場合に慰労金（年 1回 80,000 円）を支給する。

1,560

(1,649)
継続 継続 高齢福祉課



（注意）事業費及び所管課は公表時のものであり、実際の予算額や所管課とは異なる場合があります。 18

家族介護者や介護に関心のある方が集う介護者家族交流事業の

実施。定期的な情報交換や意見交流を行う自主的な活動に対して

支援を行う。

7 低所得者対策事業

社会福祉法人等が低所得者に対する介護保険サービスの利用者

負担軽減を実施した場合に、社会福祉法人等に対しその費用の一

部を助成する。

3,800

(3,575)
継続 継続 高齢福祉課

8
老人日常生活用具給付事

業

概ね 65 歳以上で、心身機能の低下に伴い火災予防等の配慮が必

要なひとり暮らし高齢者等に対し、電磁調理器などの日常生活用

具を給付又は貸与する。世帯の所得に応じ自己負担（所得制限）

あり。

44

(44)
継続 継続 高齢福祉課

9 老人保護措置費

環境上の理由や経済的な理由により、在宅での生活が困難な 65

歳以上の高齢者に対し、南丹市老人ホーム入所判定委員会におけ

る適切な審査のもと養護老人ホーム等への入所措置を行う。本人

の収入や扶養義務者の所得に応じて自己負担あり。

22,053

(22,053)
継続 継続 高齢福祉課

10 敬老祝い事業

各地域で開催される敬老事業の対象となる 70 歳以上の方に助

成金（限度額 2,100 円／人）を交付する。また、白寿（99 歳）及

び米寿（88 歳）を迎えられた方に対し、記念品等を贈呈し長寿を

祝う。

22,542

(22,284)
継続 継続 高齢福祉課

11 老人クラブ活動助成事業

老人クラブ連合会や単位老人クラブに対し補助金を交付するこ

とにより、高齢者の生きがい活動や健康づくり活動など自主的な

活動を支援する。

6,234

(6,354)
継続 継続 高齢福祉課

12
高齢者福祉施設管理運営

委員会費

高齢者の生きがいづくりの拠点としての施設運営は、高齢者が

生き生きとした人生を送るために必要であり、各団体の代表者等

による施設の運営に係る協議を行う。

61

(61)
継続 継続 高齢福祉課

13
高齢者福祉施設管理運営

費

高齢者の各種相談に応じたり、健康増進や教養の向上等の目的

で設置しており、住民のふれあいと交流の場として、豊かな地域

生活を営むための活動拠点である施設の管理運営を行う。

21,962

(16,619)
継続 継続 高齢福祉課

14
八木デイサービスセンタ

ー管理運営費

在宅の虚弱高齢者等に対し、自立生活の助長と社会的孤立感の

解消及び心身機能の維持向上を図ることを目的に設置している施

設の管理運営を行う。

5,161

(4,107)
継続 継続 高齢福祉課



（注意）事業費及び所管課は公表時のものであり、実際の予算額や所管課とは異なる場合があります。 19

15
はり・灸・マッサージ施術

費補助事業

65 歳以上の方が、市内の視覚障がい者の経営する施術院で、は

り・灸・マッサージの施術を受けた時にその費用の一部を助成す

る。

96

(156)
継続 継続 高齢福祉課

16 高齢者虐待防止事業

家庭内等における高齢者虐待の防止に向け、関係機関の連携強

化を図り、虐待の早期発見や未然防止に努めるとともに、高齢者

や養護者に対する相談、指導、助言等を実施する。

3,518

(2,959)
継続 継続 高齢福祉課

17
地域密着型サービス等整

備助成事業

介護保険サービス事業所等が行う施設整備事業に対し、補助金

を交付する。

131,609

(62,620)
継続 継続 高齢福祉課

18
介護職員確保・育成支援事

業

市内介護保険サービス事業所の人材不足解消と在宅介護の充実

を図るため、介護職員初任者研修等修了者で市内の介護事業所に

勤務された方に、その養成研修の受講費の一部を助成する。

550

(250)
継続 継続 高齢福祉課

19
介護人材確保・定着支援事

業

介護人材確保を図るため、市内の入所・入居系の介護保険事業

所へ正規雇用された者に対し、返還する奨学金の一部を助成する。

また就職を機に南丹市に転入した者、及び住居を借上げた法人に

対して家賃の一部を助成する。

2,475

( ― ）
継続 継続 高齢福祉課

2022 年度

新規

20 高齢者等除雪対策事業

自力で除雪が困難な高齢者世帯等に対し、市と委託契約を締結

した事業者による除雪を行う。利用高齢者世帯等は、除雪に要す

る経費の一部（1割）を負担する。

2,000

(2,000)
継続 継続 高齢福祉課

21 地域包括ケア推進事業
認知症等を原因とした高齢者の徘徊発生時に有効なＧＰＳ機器

の利用に対し、利用契約時の費用及び利用料の一部を助成する。

30

(50)
継続 継続 高齢福祉課

22
介護保険事業特別会計繰

出金
介護保険事業特別会計に一般会計から事業費を補填する。

708,375

(718,472)
継続 継続 高齢福祉課

23
シルバー人材センター運

営助成事業

高齢者の就業機会を提供することにより高齢者の社会参加を促

進することを目的として設置されたシルバー人材センターに対

し、運営補助金を交付する。

9,089

(8,839)
継続 継続 高齢福祉課

24 保険料賦課徴収費
保険料の賦課・徴収を行う。また、介護保険料に関するチラシ

などにより介護保険料を中心とした制度の啓発を実施する。

1,912

(1,941)
継続 継続 高齢福祉課

25 介護認定審査会費 介護認定審査会を管理・運営し、公平公正な要介護認定を行う。
12,588

(12,385)
継続 継続 高齢福祉課

26 認定調査等費
訪問調査員により介護認定審査会での審査・判定に必要な認定

調査を実施する。

27,481

(28,825)
継続 継続 高齢福祉課



（注意）事業費及び所管課は公表時のものであり、実際の予算額や所管課とは異なる場合があります。 20

27
介護保険事業計画策定委

員会費

高齢者福祉計画・介護保険事業計画を策定するとともに、計画

の進捗管理、評価及び課題等について検討する。また、地域包括

支援センターの運営状況等についても評価・検討を行う。

4,567

(204)
継続 継続 高齢福祉課

28 居宅介護サービス給付費
要介護認定者に対し、在宅での生活を維持するための居宅サー

ビス（訪問、通所、短期入所等）を提供する。

1,138,200

(1,155,700)
継続 継続 高齢福祉課

29
地域密着型介護サービス

給付費

要介護認定者に対し、住み慣れた地域で生活を継続していくた

めの地域密着型サービス（認知症高齢者グループホーム、小規模

なデイサービスなど）を提供する。

540,000

(530,000)
継続 継続 高齢福祉課

30 施設介護サービス給付費
在宅での生活が困難な要介護認定者に対し、介護保険施設サー

ビス（特別養護老人ホーム等）を提供する。

1,690,000

(1,680,000)
継続 継続 高齢福祉課

31
居宅介護サービス計画給

付費

要介護認定者の介護サービス計画を作成し、計画に基づき居宅

サービスを提供する。

150,000

(150,000)
継続 継続 高齢福祉課

32 介護予防サービス給付費
要支援認定者に対し、生活機能の維持・改善を図るため、介護

予防を目的とした居宅サービスを提供する。

95,000

(95,000)
継続 継続 高齢福祉課

33
地域密着型介護予防サー

ビス給付費

要支援認定者に対し、生活機能の維持・改善を図るため、介護

予防を目的とした地域密着型サービスを提供する。

9,000

(9,000)
継続 継続 高齢福祉課

34
介護予防サービス計画給

付費

要支援認定者の介護予防サービス計画を作成し、計画に基づき

介護予防のためのサービスを提供する。

21,000

(18,000)
継続 継続 高齢福祉課

35
介護給付費審査支払手数

料

介護保険事業所より提供された介護サービスの請求について、

請求内容の審査・支払を行う。

3,600

(3,600)
継続 継続 高齢福祉課

36 高額介護サービス費

同じ月に利用した介護サービスの利用者負担額が、ある一定の

上限額を超えた時は、超えた分を高額介護サービス費として支給

することで利用者負担の軽減を図る。

80,000

(79,000)
継続 継続 高齢福祉課

37
特定入所者介護サービス

費

一定要件を満たす低所得の要介護認定者に対して、介護保険施

設等の食費・居住費に上限を定め、利用者負担の軽減を図る。

150,000

(187,000)
継続 継続 高齢福祉課

38
特定入所者介護予防サー

ビス費

一定要件を満たす低所得の要支援認定者に対して、短期入所施

設の食費・居住費に上限を定め、利用者負担の軽減を図る。

500

(500)
継続 継続 高齢福祉課

39
高額医療合算介護サービ

ス費

要介護認定者の世帯において、医療保険と介護保険の自己負担

額の合算額に限度額を定め、利用者負担の軽減を図る。

12,500

(12,000)
継続 継続 高齢福祉課
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40
高額医療合算介護予防サ

ービス費

要支援認定者の世帯において、医療保険と介護保険の自己負担

額の合算額に限度額を定め、利用者負担の軽減を図る。

200

(200)
継続 継続 高齢福祉課

41
介護予防・生活支援サービ

ス事業

要支援認定者及び事業対象者（要支援認定者に準ずる方）に対

し、生活機能の維持・改善を図るため、介護予防を目的とした「訪

問介護」「通所介護」サービスを提供する。

119,516

(120,100)
継続 継続 高齢福祉課

42
介護予防ケアマネジメン

ト事業

要支援認定者及び事業対象者のサービス計画を作成し、計画に

基づき介護予防のためのサービスを提供する。

9,600

(9,600)
継続 継続 高齢福祉課

43 介護予防普及啓発事業

65 歳以上の高齢者を対象に、元気で自立した生活を送ることが

できるよう、転倒予防のための運動教室、その他、歯科教室、健康

相談、健康講座、体力測定会等、様々な介護予防事業を実施する。

また、高齢者が体操などを通して地域の健康づくり活動を行う「介

護予防サポーター」を養成する。

6,638

(6,592)
継続 継続 高齢福祉課

44 包括的支援事業

地域包括支援センターによる、総合相談支援、権利擁護、困難

事例への対応・助言、地域包括ケア体制の構築などを行い、高齢

者の生活を総合的に支える。

60,771

(61,569)
継続 継続 高齢福祉課

45 介護用品支援事業

在宅で要介護 4・5の認定を受けた高齢者を介護している市民税

非課税世帯の家族を対象に、紙おむつなど介護用品購入費用の一

部を助成する。

765

(828)
継続 継続 高齢福祉課

46 介護相談員派遣事業

サービス事業所に介護相談員を派遣し、利用者の疑問や不満の

解消を図るとともに、利用者と介護事業所との橋渡しを行い、事

業所のサービス向上を図る。

1,202

(1,282)
継続 継続 高齢福祉課

47 食の自立支援事業

食事の支度が困難な概ね 65 歳以上の高齢者等に、栄養のバラン

スのとれた食事を定期的に提供するとともに、配達の際、当該利

用者の安否確認を行う。

36,089

(33,737)
継続 継続 高齢福祉課

48 住宅改修支援事業

介護保険において、住宅改修以外に、居宅サービス等を受けて

いない要介護認定者等の住宅改修費の支給申請に係る理由書を作

成した者に対し、助成金を交付する。

28

(30)
継続 継続 高齢福祉課

49
あんしん見守りシステム

事業

概ね 65 歳以上のひとり暮らし高齢者等を対象に、固定電話の回

線に双方向通信装置を設置することで、24 時間 365 日専門スタッ

フが常駐するセンターとつながり、事前に登録した近隣協力員の

協力を得ながら緊急時の対応や日常の健康に関する相談等を行う

ことができる。

1,659

(1,659)
継続 継続 高齢福祉課
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50
在宅医療・介護連携推進事

業

高齢者が、介護が必要な状況になった際に、適切な介護を受け

ながら、必要に応じて医療機関をうまく利用できるよう、より多

職種の専門職同士が連携できる仕組みづくりを行う。

156

(343)
継続 継続 高齢福祉課

51 生活支援体制整備事業

多様な担い手による生活支援や介護予防のサービスを提供して

行く仕組みづくりのために、生活支援コーディネーターを日常生

活圏域ごとに配置し、地域の資源把握や開発等に向けた取り組み

を進める。

28,605

(27,607)
継続 継続 高齢福祉課

52
認知症初期集中支援推進

事業

認知症になっても、本人の意思が尊重され、住み慣れた地域で

暮らし続けるため、認知症の人やその家族に早期に関わる「認知

症初期集中支援チーム」を設置し、早期診断・早期対応に向けた

支援体制を構築する。

511

(503)
継続 継続 高齢福祉課

53
認知症地域支援・ケア向上

事業

認知症になっても、本人の意思が尊重され、できる限り住み慣

れた地域で暮らし続けるために認知症地域支援推進員を中心に支

援体制を構築し、当事者が地域で安全・安心に過ごせるように支

援する。

7,409

(7,301)
継続 継続 高齢福祉課

54 審査支払手数料
各事業所より提供された総合事業のサービスの請求について、

請求内容の審査・支払を行う。

500

(500)
継続 継続 高齢福祉課

（５）障害者福祉の充実 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 福祉医療費支給事業

身体障害者手帳 1級～4級、療育手帳、及び精神障害者保健福祉手

帳所持者で、後期高齢者医療制度被保険者以外の方を対象とし、一定

の所得額以下の方に対して、医療保険の自己負担額の全部又は一部

を助成する。

143,795

(148,056)
継続 継続 社会福祉課

2
重度心身障害老人健康管

理事業

身体障害者手帳 1級～4級、療育手帳、及び精神障害者保健福祉手

帳所持者で、後期高齢者医療制度被保険者の方を対象とし、一定の所

得額以下の方に対して、医療保険の自己負担額を助成する。

81,506

(82,576)
継続 継続 社会福祉課

3 自立支援医療事業
障がいのある方が、その障害における特定の医療行為（人工透析な

ど）を受ける場合に、医療費の一部を給付する。

74,344

(83,525)
継続 継続 社会福祉課
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4 補装具費支給事業

身体障がい児・者の身体機能を補完・代替でき、かつ長期間継続し

て使用される用具（車いす・義足など）について、その購入又は修理

費の一部を支給する。

12,439

(12,597)
継続 継続 社会福祉課

5 障害福祉サービス事業

障がいのある方の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

に必要な障害福祉サービス（就労継続支援や生活介護など）に係る利

用決定や費用の給付などを行う。

990,444

(892,280)
継続 継続 社会福祉課

6 障害児給付事業

障がいのある児童の日常生活を総合的に支援するために必要な通

所支援（児童発達支援や放課後等デイサービスなど）に係る利用決定

や費用の給付などを行う。

138,940

(124,538)
継続 継続 社会福祉課

7
コミュニケーション支援

事業

手話通訳奉仕員や要約筆記奉仕員の養成や聴覚又は音声・言語に

障がいのある方などへ手話通訳者及び要約筆記者の派遣を行うとと

もに、緊急連絡等の通信手段を確保するためにＦＡＸ用紙を支給す

る。

9,496

(9,622)
継続 継続 社会福祉課

8 日常生活用具給付等事業

障がいのある方が日常生活を送るうえで必要な用具（ストマや電

気たん吸引器など）や、障がいのある方の保護者の介護を容易とする

用具（特殊ベッドや移動移乗支援用具）を給付する。

10,910

(11,020)
継続 継続 社会福祉課

9 移動支援事業

屋外での移動が困難な障がいのある方に、ガイドヘルパーを派遣

して、社会参加など生活上不可欠な外出や余暇活動などの外出を支

援する。

2,400

(3,000)
継続 継続 社会福祉課

10
地域活動支援センター機

能強化事業

障がいのある方がいつでも通える場所をつくり、日常生活の支援

や活動機会の提供、日常的な相談支援を行うとともに、障がいのある

方と地域住民等との交流を促す。

20,000

(20,000)
継続 継続 社会福祉課

11
日中一時支援・生活サポー

ト事業

障がいのある方に日中活動の場を提供し、見守りや社会に適応す

るための日常的な生活訓練等の支援や、障がいのある方の自宅や自

宅周辺等にサポーターを派遣して見守りや声掛け等で日常生活を支

援する。

17,280

(12,600)
継続 継続 社会福祉課

12 認定審査会運営事業

市が委嘱した認定審査会委員（医師や福祉関係者）により、障がい

のある方が障害福祉サービスを受給するために必要な障害支援区分

の審査・判定を行う。

6,511

(4,695)
継続 継続 社会福祉課

13
基幹相談支援センター等

機能強化事業

相談支援専門員が当事者や家族等からの相談に応じ、必要な助言

等を行うことで、障がいのある方が自立した日常生活及び社会生活

が送れるように支援する。

21,073

(21,304)
継続 継続 社会福祉課
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14
障害者虐待防止対策支援

事業

障害者虐待が疑われる場合、必要に応じてケース会議等に専門職

員を招致し、障害者虐待が発生した場合には、被虐待者を保護するた

めの必要な措置を行う。

1,286

(1,286)
継続 継続 社会福祉課

15
地域自立支援協議会運営

事業

障害者施策に関する中核協議機関として、困難事例の対応のあり

方や障害者計画等の作成や具体化に向けた協議などを行う。

281

(281)
継続 継続 社会福祉課

16 障害者相談員設置事業

身体、知的、精神障害者相談員を設置し、障がい者及びその家族か

らの相談に応じて関係機関への連携や障がい者に対する市民理解を

深める活動や援護思想の普及などの活動を行う。

390

(390)
継続 継続 社会福祉課

17 グループワーク事業

精神的な不安のある方に対して、社会参加の足掛かりとして、情報

交換や手作業、調理実習等を通して得られる社会的交流の場を提供

する。

46

(46)
継続 継続 社会福祉課

18 福祉タクシー等事業
外出困難な障がいのある方に対して、タクシー、バス、ガソリンの

代金に使用できる福祉タクシー等利用券を交付する。

2,227

(2,446)
継続 継続 社会福祉課

19
自動車運転免許取得・改造

助成事業

特定の身体障がいのある方に対して、自動車運転免許証取得費や

自動車改造費の一部を補助する。

400

(400)
継続 継続 社会福祉課

20
障害者訪問入浴サービス

事業

在宅の身体障がい者で家族等の介助のみでは入浴困難な方に対し

て、移動入浴車で利用者宅を訪問し、宅内に浴槽を設置して入浴の介

助を行う。

4,522

(4,522)
継続 継続 社会福祉課

21 訪問生活介護事業

心身障がいのために日中における通所サービスが困難な方に対し

て、障害福祉サービス事業所の支援員が居宅に訪問して対象者の社

会参加と日常生活を支援する。

227

(341)
継続 継続 社会福祉課

22
重度障害者等就労支援特

別事業

企業が重度障がい者等を雇用するに当たり、障害者雇用促進法に

規定する障害者雇用納付助成金を活用しても雇用継続に支障が残る

場合や重度障がい者等が自営業者等として働く場合において、市が

必要と認めた時に重度障がい者等の通勤や職場等における支援（業

務外の支援）を行う。

4,553

(－)
継続 継続 社会福祉課

2022 年度

新規事業

23 障害者団体活動支援事業

障がいのある方の社会参加の促進や自立生活の支援を目的に活動

する当事者団体に対して、団体の目標達成に向けた活動を支援する

ために補助金を交付する。

1,423

(1,423)
継続 継続 社会福祉課

24 障害者支援施設運営事業

障がいのある方が自立した日常生活又は社会生活を営むことがで

きるようにするため、市有施設を活用して就労継続支援等の福祉サ

ービスを行い、その管理運営を指定管理者に委託する。障害者支援施

285

(280)
継続 継続 社会福祉課
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設運営委員会において、施設の円滑な運営に向けた協議を行う。

25
心身障害者扶養共済費助

成事業

京都府心身障害者扶養共済制度に加入した心身障がい者の保護者

に対して、掛金の一部を補助する。

388

(388)
継続 継続 社会福祉課

26 作業所等通所支援事業
障害者就労支援事業所等に通所する障がいのある方に対して、通

所に要する費用の一部又は全部を補助する。

2,267

(2,547)
継続 継続 社会福祉課

27 障害者等手当給付事業

精神又は身体に著しく重度の障がいを有し、日常生活において常

時特別の介護を必要とする在宅の障がい児・者に対して手当を給付

する。

11,035

(11,092)
継続 継続 社会福祉課

28 障害者等激励金給付事業

重度の身体障がいで寝たきりの状態が継続している 20 歳以上 65

歳未満の方と同居して常時介護している方や、心身障がいで日常生

活を著しく制限されている 20 歳未満の方に激励金等を給付する。

480

(480)
継続 継続 社会福祉課

29
障害者自立支援利用者負

担軽減事業

自立支援医療費のうち精神通院について、受給者の自己負担上限

額を超えた場合に超過額を負担する。

490

(490)
継続 継続 社会福祉課

30
発達支援センター管理運

営費

「発達支援相談事業」と「児童発達支援事業」をとおして、発達障

がいなどの早期発見と早期支援、早期療育を実施する。

42,530

(42,392)
継続 継続 社会福祉課

31
障害者就労支援ネットワ

ーク運営事業

市内障害者就労支援事業所の中から、業務遂行能力を持った団体

を事務局として選定し、就労支援ネットワーク会議の運営や一次共

同受注窓口の運営などの活動を行う。

2,830

(2,830)
継続 継続 社会福祉課

32
重度重複障害者等移動支

援事業

在宅の重度重複障がい者で一般交通機関の利用が困難な方に対し

て、移送用車両により、利用者宅と医療機関の間の移送を行う。

360

(360)
継続 継続 社会福祉課

33 軽・中等度難聴児支援事業

身体障害者手帳の交付対象とならない軽・中等度の難聴児の保護

者に対し、対象児の補聴器の購入又は修理に係る費用の一部を補助

する。

168

(168)
継続 継続 社会福祉課

34 障害者計画策定事業

南丹市障害者計画及び南丹市第 6期障害福祉計画・第 2期障害児

福祉計画が令和 5年度に最終年度を迎えるため、新たな障害者計画

及び障害福祉計画・障害児福祉計画を策定する。

3,188

(0)
継続 ― 社会福祉課 ２箇年事業

35 障害者講座
障がいのある方の社会参加の促進と学習意欲の向上を図るため講

座を開講及び各研修会への参加を行う。

79

(79)
継続 継続 社会教育課

36
介護人材確保・定着支援事

業

介護人材確保を図るため、市内の入所系の障害福祉サービス事業

所へ正規雇用された者に対し、返還する奨学金の一部を助成する。ま

990

(－)
継続 継続 社会福祉課

2022 年度

新規事業
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た就職を機に南丹市に転入した者、及び住居を借上げた法人に対し

て家賃の一部を助成する。

（６）地域医療体制の充実 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1
国民健康保険事業特別会

計直営診療施設勘定

南丹市国民健康保険診療所である南丹みやま診療所及び美山林健

センター診療所を運営する。

233,800

(256,000)
継続 継続 地域医療室

2
公設民営診療所施設管理

事業
南八田診療所、神吉診療所等の施設管理を行う。

305

(312)
継続 継続 地域医療室

3 公立南丹病院組合負担金
公立南丹病院組合の構成団体として、組合運営経費の一部を交付

税から負担する。

620,100

(621,645)
継続 継続 地域医療室

4
地域包括ケアシステム推

進事業

関係機関と連携し、子育て・健康づくり・疾病予防・治療在宅療養

が安心して地域で繋がりながら暮らせるよう、乳児から高齢者を対

象とした”全世代型地域包括ケアシステム美山モデル”を構築する。

2,545

(2,559)
継続 継続 地域医療室

5

国民健康保険事業特別会

計直営診療施設勘定繰出

金

南丹市国民健康保険診療所の運営経費の一部について特別会計直

営診療施設勘定に繰出すもの。

50,000

(13,000)
継続 継続 地域医療室

（７）社会保障の充実 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1
在日外国人高齢者福祉給

付費

国民年金の制度上、年金給付の受けられない在日外国人の方に月

8,000 円の給付金を支給する。

96

(192)
継続 継続 市民課

2
国民健康保険事業特別会

計繰出金

国民健康保険の安定的な運営を図るために必要な経費の一部を、

一般会計から特別会計に繰出しする。

295,818

(300,444)
継続 継続 市民課

3 基礎年金等事務費 国からの法定受託及び、協力・連携事務で国民年金に係る各種届 2,997 継続 継続 市民課
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出、申請書の受付等の事務を行う。 (2,831)

4 後期高齢者医療事業

後期高齢者医療制度の運営主体である京都府後期高齢者医療広域

連合に対する事務費、療養給付費の負担金及び保険料賦課徴収並び

に保険基盤安定等に係る繰出金を支出する。

641,944

(628,111)
継続 継続 市民課

5 くらしの資金貸付事業

毎年 7月及び 11 月に申請を受け付け、くらしの不安定な世帯に資

金の貸付を行う。貸付金の限度額は 10 万円とし、措置期間は貸付日

の翌日から起算して 3箇月以内、償還期限は 20 箇月以内。無利子、

無担保、無保証人。

3,989

(4,090)
継続 継続 福祉相談課

6 生活困窮者自立支援事業

生活困窮者自立支援法(平成 27年 4月)に基づき自立支援センター

を設置し、対象者個々の状況に応じて支援事業の利用に導いたり、他

施策・他機関等の適切な窓口に引き継いだり、地域のネットワーク・

関係機関との連携により、対象者が抱える課題の解決に向け事業を

実施する。

37,269

(38,000)
継続 継続 福祉相談課

7 生活保護運営管理事業 生活保護法に基づく事業の実施を適正に運営管理する。
18,607

(23,863)
継続 継続 社会福祉課

8 生活保護費支給事業

生活保護受給者に対して最低限度の生活を保障するため、生活保

護法に基づく生活扶助・住宅扶助・教育扶助・生業扶助・医療扶助・

介護扶助などの扶助費を支給する。

610,050

(630,050)
継続 継続 社会福祉課
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基本方針３ 学び楽しむまちづくり【教育・文化・スポーツ】

（１）家庭教育や幼児教育の充実 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 幼稚園管理費
園部幼稚園および八木中央幼稚園における運営と施設の適切な維

持管理を行う。

56,096

(54,753)
継続 継続 子育て支援課

2 すこやか学園管理運営費

集団の中での遊びの場を通じ、子どもの心身の健全な発達を促し、

加えて親同士が子育てについて学び合い、親子がふれあい育ちあう

ことを目的に運営する。

1,075

(1,170)
継続 継続 子育て支援課

3 教育研究事業
豊かな学びを育む学校教育の充実を図るため、中学校ブロックを

単位とした校種間連携の推進と実践を行う。

798

(603)
継続 継続 学校教育課

4 家庭教育支援事業

「すべての教育の出発点としての家庭教育」を支援する取組とし

て、市ＰＴＡとの連携・啓発を図りながら、親育ちの学習活動等を支

援する取組を進める。

182

(184)
継続 継続 社会教育課

（２）学校教育の充実 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 いじめ問題対策事業

南丹市いじめ防止基本方針に基づき、いじめの防止等に関係する

機関及び団体との連携を図るため、南丹市いじめ問題対策連絡協議

会を開催する。また、南丹市いじめ防止基本方針に基づき、いじめの

防止等の対策を実効的に行うため、「南丹市いじめ防止等対策委員

会」を設置する。

380

(380)

167

(167)

継続

継続

継続

継続

人権政策課

学校教育課

2
安全・安心な学校教育環境

整備事業

安全・安心な学習環境の整備事業として、老朽化した施設を改修す

る。

52,063

(55,000)

必要に応

じて実施

必要に応

じて実施
教育総務課

3 教育振興事業
市内小・中学校において、タブレット等ＩＣＴ教育機器及びＩＣＴ

環境の維持管理を図る。

38,752

(51,515)
継続 継続 教育総務課

4 学校司書設置事業
各小中学校に「ことばの力育成支援員」を配置し、言語環境の充

実・整備の充実に努める。

13,601

(14,183)
継続 継続 学校教育課
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（３）生涯学習の推進 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 生涯学習推進事業

市民の方がいきいきと生活するための学習活動及び社会参加を促

進するため、さらに豊かな知識と教養を身につけ、相互の連帯を図り

生涯を通して活力と生き甲斐のある生活を築くために開講する。

1,284

(4,649)
継続 継続 社会教育課

2 生涯学習施設改修事業
老朽化が進む社会教育施設を計画的に改修または機能集約を行

い、安心・安全な施設運営を行う。

0

(11,121)
継続 継続 社会教育課

3 施設管理運営費

利用者が安心、安全に施設を利用出来るよう、図書館施設の管理を

行う。また、円滑な図書業務が行えるよう、図書館システムの機器を

導入するなど、快適な図書館の運営を行う。

7,363

(7,363)
継続 継続 社会教育課

4 講座開設事業（図書館関係）
生涯学習の大きな柱の一つである読書活動の推進に向け、おはな

し会、講演会、研修会、工作会などを実施する。

312

(312)
継続 継続 社会教育課

5 資料購入費
公立図書館としての意義・役割を果たせるよう図書資料等の購入、

収集を行う。

7,625

(7,625)
継続 継続 社会教育課

6 社会教育委員活動事業

社会教育法第 15条第 1項の規定に基づく市条例により設置する委

員会であり、本市社会教育事業の充実と運営に関し、助言や建議を行

う。

660

(655)
継続 継続 社会教育課

7 団体育成事業
市内の社会教育の発展を図るため、社会教育関係団体の行う事業

に対し、本市交付要綱に基づき補助支援を行うもの。

1,276

(1,276)
継続 継続 社会教育課

（４）伝統文化の継承 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 施設管理運営費

施設の定期点検を適切に実施し、事故等が起こらないよう、資料

館・文化博物館への来館者の安全安心を確保する。危険箇所等があ

れば迅速に修繕を行う。

14,100

(15,400)
継続 継続 社会教育課
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2 展示会事業

文化博物館では、南丹市全域を対象に、歴史文化に関する展示会

を実施する。郷土資料館では、南丹市日吉町に係る展示会、特にダ

ムに関連する内容を実施する。

7,400

(6,900)
継続 継続 社会教育課

3 文化財事業

文化財の調査を実施し維持保存を図るとともに、文化財の所有

者・管理者が実施する保存事業に対して支援を行う。また、美山町

北伝建築の防災事業に係る維持管理業務を進める。

12,500

(13,640)
継続 継続 社会教育課

4 かやぶき屋根保存事業
美山町内に現存する北山型住宅のかやぶき屋根の葺替修理の一部

を助成することで、美しい町並みと集落景観の保守を図る。

11,850

(8,830)
継続 継続 社会教育課

5
重伝建地区保存修理補助

事業

重要伝統的建造物群保全地区の選定を受けている美山町北地区に

ついて、建造物等の保全支援のため、かやぶき屋根等修理費用の一

部について補助を行う。

14,280

(17,270)
継続 継続 社会教育課

6 埋蔵文化財調査事業

開発事業と文化財保護行政との円滑な調整を図るため埋蔵文化財

の発掘調査や測量を実施し、出土した遺物については保存処理を行

う。

4,560

(4,520)
継続 継続 社会教育課

（５）生涯スポーツ環境の充実 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1
スポーツ拠点づくり推進

事業
スポーツを通じた地域内外の交流と、地域の活性化を図る。

500

(0)
継続 継続 市民協働室

2
スポーツ推進委員活動事

業

市民一人ひとりが体力や年齢、目的、ライフスタイル等に応じて、

子どもから高齢者、運動が苦手な人から障害のある人まで気軽にス

ポーツに親しむことができる「１市民１スポーツ」の推進を行政や

地域住民、関係団体と連携し行う。

1,500

(1,500)
継続 継続 社会教育課

3 社会体育振興事業

だれでも簡単にできるスポーツ体験から大会まで新たな体験やチ

ャレンジの機会を関係団体と連携して提供し、市民の暮らしに活力

や潤いを与える。

616

(616)
継続 継続 社会教育課

4 青少年スポーツ育成事業

子どもの体力の向上のため、スポーツ少年団や学校、その他関係

団体と連携を図り、子どもがスポーツに取組み、スポーツを好きに

なるよう様々なスポーツに触れる機会・場所を提供する。

1,066

(1,066)
継続 継続 社会教育課
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5 団体育成事業

社会体育の発展を図るため、社会体育関係団体の運営基盤の強化

と事業推進をするため、南丹市社会教育関係団体に対する補助金交

付要綱に基づき補助金を交付する。

3,286

(3,286)
継続 継続 社会教育課

6 府民総体派遣事業

市スポーツ協会を中心とした競技力の向上、南丹市民や他市町村

民との交流促進、また南丹市民としての誇りを醸成するため、京都

府民総合体育大会への南丹市代表選考会を経て、各競技の代表とな

った選手の激励並びに参加に係る費用の支援を行う。

609

(609)
継続 継続 社会教育課

7 体育施設管理費
スポーツ振興を図り、市内社会体育施設（プールを除く）の安全・

安心な施設を提供するための管理運営業務を行う。

53,664

(53,664)
継続 継続 社会教育課

8 プール管理費 市営プールの開設（7月～8 月）、管理運営を行う。
11,000

(11,000)
継続 継続 社会教育課

（６）青少年の健全育成 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 二十歳のつどい開催事業

成人式を機に社会を構成する一人の青年としてお互いの自覚と責

任を認識し、仲間同士の語らいの中からともに住みよいまちづくり

の気概を高めるとともに、新成人者の前途を祝福、激励する目的で

開催する。

676

(680)
継続 継続 社会教育課

2
子どものための地域連携

事業

子どもの居場所づくりや地域・学校・家庭との連携した活動によ

る子育ての協働体制の構築を目的とした取組を進める。

8,109

(7,333)
継続 継続 社会教育課
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基本方針４ 自然と共生したまちづくり【環境】

（１）自然環境の保全 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1
環境保全型農業直接支払

交付金事業

農業者が、化学肥料・化学合成農薬を原則 5割以上低減した上で

実施する、地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動

に対し支援を行う。

8,755

(7,465)
継続 継続 農業推進課

2 緑の募金事業
地元が森林組合等で購入された樹木・花を公民館等の公共の場に

植栽する

252

(252)
継続 継続 農山村振興課

（２）生活環境の向上 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 環境衛生事業

地域や市民と連携し、地域の環境美化及び衛生意識の高揚を図る。

また、環境団体活動への支援を通して、地域の住み良い環境づくり

や美しいまちづくりを推進する。

12,194

(2,395)
継続 継続 環境課

2 環境保全事業
安心安全で住み良い環境づくりの実現に向けて、河川の水質測定

や自動車騒音調査等を実施する。

3,805

(4,033)
継続 継続 環境課

3 不法投棄監視・処理事業
地域や市民との連携を図り、不法投棄の監視及び不法投棄物の処

理を行う。

6,550

(6,531)
継続 継続 環境課

（３）地球環境の保全 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度
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1 環境計画推進事業

地球温暖化防止対策として、木質バイオマスの利用促進、太陽光

発電に向けた補助制度を継続する。また、ＫＥＳ環境マネジメント

システムを継続導入し、本庁舎・支所庁舎施設の環境対策を推進す

る。

9,100

(12,390)
継続 継続 環境課

2 八木農業関連施設管理費

南丹市バイオマス産業都市構想の中核的施設のひとつである八木

バイオエコロジーセンター及び八木農村環境公園の施設管理を行

い、資源循環やエネルギーの効果的な利活用への取り組み拡大を図

る。

68,225

(96,990)
継続 継続 農業推進課

3
地域バイオマス利活用事

業

バイオマスタウン構想実現のための総合的な利活用システム構築

を目指し取り組みを行う。また、液肥の地域内への普及拡大を図る

ため南丹市液肥利用協議会による調査研究業務を実施する。

718

(718)
継続 継続 農業推進課

（４）資源循環型社会の形成 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 ３Ｒ推進事業

環境美化推進委員をはじめ、地域・市民との連携や、各種補助金

の交付を通して、ごみのリサイクルや減量化、地域の住み良い環境

づくりを行う。

4,426

(4,397)
継続 継続 環境課

2 一般廃棄物清掃事業
一般廃棄物の適正処理を進めるため、分別やごみの減量化・再資

源化等の啓発、収集環境の整備等を行う。

906

(916)
継続 継続 環境課
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基本方針５ 活力とにぎわいのあるまちづくり【産業振興】

（１）観光の振興 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1
「食の京都ＴＡＢＬＥ」整

備支援事業

「食の京都ＴＡＢＬＥ」等としての機能を強化することで、府内

産農林水産物の取扱額の増大を目指すため、地域の「食」が味わえ

るイートイン設備や加工販売施設等の整備等を行う。

5,000

(10,000)
継続 継続 農業推進課

2 森の京都推進事業

京都府と府中部地域の 5市町によって設立された一般社団法人森

の京都地域振興社（森の京都ＤＭＯ）は、森の京都エリアの総合プ

ロデューサーとして地域の魅力を引き出し、地域力を高めるための

組織であり、市町の垣根を越えて地域の魅力を発信していく。

8,241

(8,383)
継続 継続 観光交流室

3 観光イベント振興事業

市民の地域への誇りや一体感を強め、観光客の集客による地域の

活性化につなげるため、実行委員会が主催する観光イベントに対し

支援を行う。

566

(566)
継続 継続 観光交流室

4 観光宣伝事業

全国的に知名度のある、かやぶきの里を核として市内の観光資源

のＰＲを行い、知名度を向上し誘客を図る。近隣市町との連携、隣

接する兵庫県との広域観光の誘客活動にも取り組み、魅力的な広域

観光圏として誘客を図る。

18,523

(20,806)
継続 継続 観光交流室

5 観光協会事業

観光地としての南丹市のレベルアップと知名度の向上を図り、観

光ネットワーク体制を確立するため、市内の観光協会の運営及び事

業実施を支援する。

6,831

(6,831)
継続 継続 観光交流室

6
観光交流関連施設管理運

営費

観光交流室所管の「道の駅美山ふれあい広場」「南丹市美山国体記

念公園」「南丹市美山かやぶき美術館・郷土資料館」「南丹市美山大

野ダム公園」「南丹市美山岩江戸公園」「和泉交差点観光交流広場」

「かやぶきの里観光関連施設」「芦生ロードパーク」「中公衆便所」

他を適切に管理する。

26,752

(29,005)
継続 継続 観光交流室

7 各種イベント等開催事業

日吉地域の各種団体により実行委員会を組織し、ステージイベン

トや模擬店、行政の PR コーナー等を設け、市内・市外からの多数の

来場者により、観光振興・商工振興を図る。

2,036

(2,036)
継続 継続 市民協働室

8
スプリングスひよし管理

運営費
スプリングスひよしの施設の運営管理や維持修繕等を行う。

81,073

(71,357)
継続 継続 地域振興課
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9
スポーツ拠点づくり推進

事業

豊かな自然など地域資源を活かしたスポーツイベントとして、美

山サイクルロードや美山かやぶきの里ワンデーマーチを開催する。

615

(615)
継続 継続 市民協働室

10
観光文化資源活用推進事

業

令和元年度から 5年間にわたり文化遺産の情報発信、人材育成、

普及啓発等の事業を実施する実行委員会に対して、市も実行委員会

に参画するとともに市補助金の交付を行う。

1,863

(1,863)
継続 ― 観光交流室

（２）エコツーリズムの推進 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 水産振興事業
漁業組合が実施する河川環境整備事業（カワウ追い払い、外来魚

駆除、河川清掃）を支援する。

1,620

(1,620)
継続 継続 農山村振興課

2 内水面漁業振興対策事業

清流での釣りの観光入込客を増加させるとともに食材等の提供に

よる観光振興を図るため、漁業組合の実施する種苗放流（アユ、あ

まご、ウナギ等）による水産資源の増殖を図る事業に対し支援する。

12,988

(12,988)
継続 継続 農山村振興課

3 山村留学事業
南丹市外の児童の山村留学センターへの長期留学を通じて、地元

児童と都市児童の交流を図る。

6,316

(16,652)
― ― 社会教育課

2022 年度
で終了

（３）農業の振興 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 園部農業関連施設管理費

道の駅「京都新光悦村」の管理運営を行うとともに、同施設を活

用し地域農産物やそれらに付加価値をつけた加工品等の販売拡大を

推進し、市内農業の振興を図る。

4,000

(4,000)
継続 継続 農業推進課

2 各種団体関係事業
公益的な農業施策に取り組む組織等への参画や、農業振興を担う

各種団体の取り組みに対し助成金等の交付を行う。

10,860

(10,860)
継続 継続 農業推進課

3 農業関連計画事業
「南丹市農業振興推進協議会」を設置運営し、総合的な農業の振

興整備を図る。

690

(372)
継続 継続 農業推進課
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4 利子助成事業
国・京都府の制度資金を活用する農家・農業法人に対し借入資金

の利子補給を実施し、経営の安定に資する。

259

(280)
継続 継続 農業推進課

5 中山間直接支払事業

農業生産条件の不利な中山間地域における生産活動を維持継続す

る対策として、協定を締結し農地の保全活動に取り組む団体に助成

する。

78,694

(69,689)
継続 継続 農業推進課

6 京野菜等産地育成事業
市の主要な農産物である京野菜（みず菜・壬生菜・春菊・九条ネギ

等）を周年生産できるパイプハウス等の整備を支援する。

37,311

(31,493)
継続 継続 農業推進課

7 新規就農支援事業

資金を借り受けて就農研修を行った新規就農者の償還費用に対す

る支援と、経営開始から軌道に乗るまでの 5年間を支援する「農業

次世代人材投資事業補助金」の交付を行う。

33,150

(49,650)
継続 継続 農業推進課

8
担い手養成実践農場整備支

援事業

就農のための実践的な研修制度により、後見人への謝礼金、農地

整備費や、機械・施設のリース費への補助を行う。

1,175

(1,513)
継続 継続 農業推進課

9 京の水田農業総合対策事業

水田農業の推進を図るための条件整備として、需要に応じた“京

の米”や“京の地域特産物”の生産振興などに取り組む、地域の中核

となる先進地グループ等への農業機械導入の支援を行う。

46,880

(23,500)
継続 継続 農業推進課

10 野菜価格補填事業

京のブランド野菜について、市場出荷価格を下支えするため、価

格補填にかかる市町村負担金を納入し、特産振興及び農家支援を推

進する。

2,500

(2,500)
継続 継続 農業推進課

11 土づくり事業
安心安全農作物生産のため、特別栽培米や京野菜などの農地の土

づくりに堆肥・液肥の利用を行う販売農業者を支援する。

8,600

(8,600)
継続 継続 農業推進課

12
経営所得安定対策直接支払

事業

「南丹市地域農業再生協議会」を設置運営するとともに、経営所

得安定対策の実施に必要となる各種推進活動や要件確認等を推進す

る。

8,233

(8,215)
継続 継続 農業推進課

13 耕作放棄地解消事業
耕作放棄地による地域への悪影響を解消するため、耕作放棄地を

借り受け、再生利用を実施する農業者に対して支援を行う。

500

(500)
継続 継続 農業推進課

14 農地中間管理事業

農地中間管理機構（京都府農業総合支援センター）から事務委託

を受け、農地の出し手・借り手の掘り起こしとマッチングにより農

地の集積、集約化を促進するとともに、集積協力金等の交付等を行

う。

5,700

(6,651)
継続 継続 農業推進課

15 京力農場プラン作成事業

地域の農地を守るため新たに設立された農事組合法人や集落営農

組織の設立に対し支援する。また、京力農場プラン作成の取組み地

域に対し支援を行う。

200

(200)
継続 継続 農業推進課
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16
南丹市がんばる農業応援事

業

国や府の助成対象とならない農業用機械の導入について、認定農

業者や集落営農組織等の取り組みを支援する。

55,000

(60,000)
継続 継続 農業推進課

17
スマート農林水産業加速事

業

ＡＩ･ＩＣＴ等先端技術を活用したスマート技術の実装を加速化

し、農業の作業性・品質・生産性を向上することで市内産業を成長

産業化と魅力向上、集落維持を実現する。

9,905

(10,000)
継続 継続 農業推進課

18 畜産支援事業

遠距離農家の家畜診療費に対する助成、家畜法定伝染病予防接種

に係る費用の助成、高額集乳運賃地域と一般地域との格差是正のた

めの助成などにより、畜産事業を支援する。

3,550

(3,550)
継続 継続 農業推進課

19 多面的機能支払事業

農業・農村が有する多面的な機能（国土の保全、水源の涵養、自然

環境保護、景観形成等）が適切に維持発揮されるよう、農村地域が

共同で行う農地維持活動や地域資源の向上活動などに支援する。

155,639

(157,387)
継続 継続 農業推進課

20 農地総務事業
農業用道路の維持管理・修繕、農業振興のため土地改良区への助

成を行う。

48,155

(43,547)
継続 継続 農業推進課

21 京都府営等事業 府営事業でのため池、頭首工等の修繕に係る市分担金を支出する。
12,683

(13,009)
継続 継続 農業推進課

22
土地改良施設維持管理適正

化事業
土地改良区へ補助金の支出、施設の維持管理及び修繕を行う。

7,266

(7,488)
継続 継続 農業推進課

23 ほ場整備事業 測量委託、ほ場整備、換地処分等の業務を行う。
2,825

(1,936)
継続 継続 農業推進課

24 農村地域防災減災事業
ため池改修のための調査設計業務及びため池点検業務等を委託す

る。

14,053

(15,800)
継続 継続 農業推進課

25 農村整備事業
策定した広域農道・トンネル・橋梁の個別施設計画に基づき施設の

点検診断を行い計画的な施設の長寿命化を図る。

26,000

(8,000)
継続 継続 農業推進課

26 土地改良補助事業 農道への砕石代支給や農道舗装を行う。
9,880

(9,880)
継続 継続 農業推進課

27
農地・農業用施設災害復旧

費
農地・農業用施設の災害復旧を行う。

14,798

(14,798)
継続 継続 農業推進課

28 農業委員会運営事業

農地法に基づく農地の売買や賃借などの権利移動や農地転用に伴

う許認可、農地の利用状況調査などの農地行政の透明性と公平性の

確保に努めつつ新規参入の促進、担い手の育成と農地の有効利用を

通じて農業振興に取り組む。

また、農業者の声を施策に反映させるための活動を実施する。

19,627

(19,627)
継続 継続 農業委員会
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（４）林業の振興 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 林業総務事業 林業や林道に係る協議会等への負担金を支出する。
773

(764)
継続 継続 農山村振興課

2 林業振興事業 木材を利用する団体等に補助金等を支出する。
236

(236)
継続 継続 農山村振興課

3 間伐材出材奨励事業 間伐材の輸送コストを削減し、安定的な供給体制を整備する。
7,500

(7,500)
継続 継続 農山村振興課

4 林道・作業道事業 林道・作業道の維持修繕、管理委託等を行う。
12,590

(22,023)
継続 継続 農山村振興課

5 特用林産振興事業 林産物の振興を図る。
1,746

(1,196)
継続 継続 農山村振興課

6 緑の公共事業
林木の健全な成長を促進することを目的に実施する間伐及び間伐

材の搬出を行う。

3,630

(3,630)
継続 継続 農山村振興課

7 良い森づくり事業 保育間伐や環境林整備事業による間伐等に対して補助する。
3,550

(3,550)
継続 継続 農山村振興課

8 市行分収造林事業
分収造林契約に基づき、間伐、枝打ち、クマ剥ぎロープ巻きを行

う。

11,700

(11,700)
継続 継続 農山村振興課

9 共済・担い手育成事業
林業労働者退職金共済事業の掛金助成及び社会保険掛金助成を行

う。

9,205

(9,205)
継続 継続 農山村振興課

10
森林整備地域活動支援交

付金事業
森林境界を明確化し、計画的かつ適正な森林整備を行う。

570

(760)
継続 継続 農山村振興課

11 森林病害虫等駆除事業 松くい虫による被害を防除するため樹幹注入を行う。
19,210

(19,040)
継続 継続 農山村振興課

12 有害鳥獣捕獲対策事業 南丹市猟友会や実施隊の活動に対する委託費や報酬等を支払う。
58,415

(62,367)
継続 継続 農山村振興課

13
有害鳥獣防除施設設置事

業

有害鳥獣による農林産物被害を防除するための機器購入に係る補

助を行う。

100

(250)
継続 継続 農山村振興課

14 鳥獣害防止総合対策事業 防除柵等の設置委託や材料費に係る補助を行う。
65,000

(58,000)
継続 継続 農山村振興課
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15
鳥獣被害防止緊急捕獲対

策事業
シカの捕獲のため、猟友会に委託を行う。

9,640

(9,640)
継続 継続 農山村振興課

16 里山再生整備事業 人家裏等の危険木の伐採や集落の家裏の山の一帯整備を行う。
11,657

(11,657)
継続 継続 農山村振興課

17 森林経営管理推進事業
森林経営が行われていない人工林について、森林整備を行い、林

業の経営の効率化と森林の適正な管理を行う。

121,931

(76,265)
継続 継続 農山村振興課

（５）工業の振興 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 南丹市販路開拓支援事業

市内に立地する企業が製造する工業製品、食料加工品を国内外で

開催される大規模展示会・見本市等への出品、出展を支援又は新規

創業者が販路を開拓する活動を支援する。

3,000

(3,000)
継続 継続 商工課

（６）商業の振興 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
備考 備考

2023 年度 2024 年度

1 創業支援事業
南丹市の地域資源を活用し、地域が稼ぐ仕事づくりを進めるため、

南丹市内で起業を志す者を対象とした、創業セミナーを開催する。

900

(900)
継続 継続 商工課

2
南丹ブランド推進助成事

業

南丹ブランドの定着に向け、その魅力を発信することで南丹ブラ

ンドの推進につながる事業に対し支援をする。

1.100

(1.100)
継続 継続 商工課

3 経営改善普及事業
市内小規模商工業者の経営安定化と振興を図るため、商工会の行

う経営改善普及活動に対して支援する。

25,000

(25,000)
継続 継続 商工課

4 商工振興助成事業

商工会が実施する商店街の活性化及び事業者の経営振興に資する

事業に対し支援を行う。また、商店街等が実施する商店の賑わいづ

くりに資する活動、および商工会が主体となる観光イベントに対し

支援する。

15,732

(15,749)
継続 継続 商工課

5 小規模事業支援事業 小規模事業者が、経営安定のため公的な資金融資を受けた場合の 2,000 継続 継続 商工課
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利子補給及び信用保証料の助成を行う。 (2,250)

（７）雇用の安定 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1
ものづくり産業雇用支援

助成事業

南丹市への定住者の促進を図るため、市内製造業者が市内在住者

を雇用するに当たり、助成金を交付し雇用の奨励、支援を行う。

1,000

(1,300)
継続 継続 商工課
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基本方針６ 安全・安心なまちづくり【危機管理】

（１）災害対策の充実 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 防災行政無線管理運営費 市内防災行政無線設備及び施設の維持管理を行う。
22,108

(24,864)
継続 継続

危機管理対策

室

2 防災推進事業
防災パトロールの実施や災害時に備えた備蓄品を配備する。気象

情報の提供機関からの情報提供業務を委託する。

5,684

(5,580)
継続 継続

危機管理対策

室

3 自主防災組織事業

自主防災組織が実施する啓発・訓練及び研修活動に要する経費に

対して 3万円を上限として補助金を交付する。

(ただし、研修の受講に要する経費にあっては、1 人当たり 40,000

円)

2,850

(1,100)
継続 継続

危機管理対策

室

4 急傾斜地対策事業

豪雨等により土砂災害の発生が懸念される急傾斜地について京都

府が急傾斜地崩壊防止施設を整備することについて事業費の一部を

市と地元が負担する

5,000

(5,000)
継続 継続

危機管理対策

室

5
住宅等土砂災害対策改修

支援事業

土砂災害特別警戒区域内の既存建築物で土砂災害に対する構造耐

力上の安全性を有していないもについて改修に必要な費用を支援す

る。

759

(759)
継続 継続

危機管理対策

室

6
災害時要配慮者台帳整備

事業

障がいのある人や高齢者など災害時に自力で避難することに不安

のある人が、地域の中で避難支援を迅速に受けられるようにするた

め、必要な情報を事前に把握し、市と地域で平常時から共有するこ

とにより、地域で安心して暮らすことができる支援体制を整える。

1,521

(5,556)
継続 継続 福祉相談課

7 地籍調査事業

地境界の明確化、土地の有効活用、公共事業の効率化、公共物管理

の適正化、課税の適正化、また、災害時の早期復興等を目的とし、国

土調査法に基づく地籍調査の実施を行う。

8,134

(8,134)
継続 継続 農業推進課

8 災害に強い森づくり事業 災害により発生した崩土除去や法面形成を行う。
0

(45,100)

必要に応

じて実施

必要に応

じて実施
農山村振興課

9 林業施設災害復旧費 林業施設の災害復旧を行う。
8,000

(8,000)
継続 継続 農山村振興課

10 消防施設維持管理費 消防施設の維持管理を行う。
3,580

(1,261)
継続 継続

危機管理対策

室
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（２）防犯活動の強化 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 防犯推進事業 市内 4カ所に防犯カメラを設置し、犯罪の未然防止を図る。
9

(9)
継続 継続

危機管理対策

室

2 公衆防犯灯設置事業 公衆防犯灯の新設と市が管理する防犯灯の維持管理を行う。
8,914

(4,644)
継続 継続

危機管理対策

室

3 公衆防犯灯設置事業

区が管理する既存防犯灯の内、光源がＬＥＤでないものをＬＥＤ

防犯灯に変更しようとするものについてその器具代の一部を補助す

る。

3,000

(3,000)
継続 継続

危機管理対策

室

（３）交通安全対策の強化 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 交通指導委員会運営費
定期（原則毎月 1日、15 日）の通学時交通指導、交通安全運動期

間の通学時交通指導、及び、交通指導員の研修、会議を実施する。

2,173

(2,173)
継続 継続

危機管理対策

室

2
高齢者運転免許自主返納

事業

運転免許自主返納時に 70 歳以上の市民に対し、路線バス、タクシ

ーの共通利用券 10,000 円分を支給する。

1,700

(1,700)
継続 継続

危機管理対策

室

（４）消防・救急体制の充実 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 消防水利整備事業
火災発生時における消防水利を確保するため消火栓及び耐震性貯

水槽の増設を図る。

31,800

(7,400)
継続 継続

危機管理対策

室

2 消防資機材整備事業

地域防災体制を強化し、消防力の向上を目的に小型動力消防ポン

プ、ポンプ自動車、ポンプ積載車等の消防資機材について活動期間

が一定経過し、耐久性の低くなったものから更新を行う。

46,207

(48,533)
継続 継続

危機管理対策

室
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3 消防施設等整備補助事業

自主防災の推進を図るため、各地域の消防施設及び機械器具の整

備・拡充に要する経費の一部を南丹市消防施設等整備補助金交付要

綱に基づき補助する。

9,400

(23,800)
継続 継続

危機管理対策

室

4 消防団員報酬等
生業を持ちながら消防団活動をされる団員に対して報酬を支払

う。

29,375

(29,375)
継続 継続

危機管理対策

室

5 消防団員退職報償奨金等

永年職務に携わって退職した消防団員の労苦に報いるため、消防

団員が退職した場合に退職報償奨金を支給するとともに、掛け金を

支払う。

81,669

(68,675)
継続 継続

危機管理対策

室

6 消防団活動推進費

生業を持ちながら、消防団活動をされる団員の出動、訓練、警戒に

対して費用弁償を行う。

また、消防団員に貸与する装備品を購入し、災害から団員の安全

を確保するとともに、各支団幹部の消防知識を高めるための研修を

行う。

25,441

(25,441)
継続 継続

危機管理対策

室

7 消防車両維持管理費 消防車両を維持管理する。
8,822

(7,528)
継続 継続

危機管理対策

室

8 消防施設維持管理費
南丹市消防団が使用する小型ポンプ等の消防施設の維持管理を行

う。

3,580

(1,261)
継続 継続

危機管理対策

室

9 消防水利維持管理事業
消火栓等の日常の維持管理、修繕について上水道課に業務委託を

行う。

1,500

(1,500)
継続 継続

危機管理対策

室

10 防災会議運営費
防災に関する重要事項を審議する防災会議の委員に対する報酬を

支払う。

120

(120)
継続 継続

危機管理対策

室

（５）消費生活の安定と向上 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 消費生活啓発事業

消費者被害の未然防止のため、広報紙やパンフレット等による啓

発を行うとともに、専門の消費生活相談員による相談の受け付け・

対応を行う。消費生活相談員の対応能力向上のため、研修に参加す

る。

2,243

(2,308)
継続 継続 商工課
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基本方針７ 美しく快適なまちづくり【都市基盤】

（１）都市計画の推進 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 都市計画策定事業
持続可能な南丹市を構築していくため、都市計画マスタープラン

に則した各種の都市計画を定めていく。

1,296

(12,890)
継続 継続 都市計画課

2 都市計画審議会運営費

都市計画法の規定により設置し、市長の諮問に応じて開催するも

の。南丹市の都市計画の案に対して調査審議をする審議会の運営を

行う。

309

(272)
継続 継続 都市計画課

3
園部地域事業用地等管理

費

用地取得している土地の定期的な除草や清掃を実施し、事業用地

の適正な管理を行う。

68

(167)
継続 継続 都市計画課

4
八木駅西土地区画整理関

連事業

無秩序な市街化の防止と、進みつつある市街化の拡大に対処する

ため、都市計画道路八木西線及びＪＲ八木駅西口駅前広場をはじめ

とする公共施設の一体的な整備改善を行い宅地の利用増進と快適な

住環境の創造を図る。

32,881

(67,435)
継続 継続 都市計画課

5 都市計画街路事業
国道整備を交えた交通環境の改善、快適な歩行空間の確保及び中

心市街地の防災機能の強化を図る。

63,373

(51,380)
継続 継続 都市計画課

（２）市街地の充実 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 中心市街地活性化事業

南丹市の中心市街地の活性化を民間と行政、市民が協同し、強力

に推進するため「南丹市中心市街地活性化推進委員会」を設立し、推

進委員会で決定した「にぎわい創出計画」を実行することにより、南

丹市の中心市街地を活性化させる。

2,000

(2,700)
継続 継続 商工課

（３）景観の保全・形成 （単位：千円）

番 事業名 事業概要 2022 年度 方向性 所管部署 備考
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号 予算額

（前年度予算額）
2023 年度 2024 年度

1 景観形成推進事業
景観計画及び景観条例に基づき、景観への意識の向上を進めるた

めの啓発を行う。

283

(197)
継続 継続 地域振興課

（４）公園・緑地の整備 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 都市公園管理費
住民の憩いの場である都市公園の施設管理、樹木管理、雑草等の

一括管理を行い、良好な生活環境を維持する。

29,357

(27,961)
継続 継続 都市計画課

（５）住宅・住環境の充実 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1
定住促進サポートセンタ

ー運営事業

定住促進の拠点施設として、空き家バンクを運営するとともに移

住の相談窓口業務を行い、移住に関する情報収集や情報発信を行う。

6,516

(6,363)
継続 継続 地域振興課

2 空き家流動化対策事業

空き家を地域の資源として掘り起こし、定住促進及び地域振興に

活用するため、地域の空き家の掘り起しに係る活動等に関して支援

を行う。

3,450

(3,450)
継続 継続 地域振興課

（６）上水道の充実 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
備考 備考

2023 年度 2024 年度

1 老朽管布設替事業
配水管の老朽化に伴い、ダウンサイジングを考慮して更新需要を

見据えながら効率的に耐震性能の向上を図る。

14,000

(56,000)
継続 継続 上水道課
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2
重要給水施設配水管布設

事業

基幹病院や避難所などの重要給水施設への配水管の更新及び耐震

化を図る。

215,000

(181,000)
継続 継続 上水道課

3 水源環境保全事業
安全で安定した水源を確保するために水源地の環境保全に努め

る。

218,000

(175,000)
継続 継続 上水道課

（７）下水道の充実 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 公共下水道施設管理費 通年で 24 時間稼働している、公共下水道施設の維持管理を行う。
242,000

(248,000)
継続 継続 下水道課

2
特定環境保全公共下水道

施設管理費

通年で 24 時間稼働している、特定環境保全公共下水道施設の維持

管理を行う。

111,000

(111,000)
継続 継続 下水道課

3 農業集落排水施設管理費
通年で 24 時間稼働している、農業集落排水施設の維持管理を行

う。

154,000

(155,000)
継続 継続 下水道課

4 下水道施設整備事業
下水道整備区域内の未普及区域の整備及び施設統廃合事業を行

う。

96,000

(43,000)
継続 継続 下水道課

5
合併処理浄化槽設置整備

事業補助金

下水道事業及び農業集落排水事業区域外の地域の水洗化を促進す

るため、住宅等に浄化槽を設置する者に対して補助する。

3,300

(3,700)
継続 継続 下水道課

6
合併処理浄化槽維持管理

組合補助金

生活排水による公共水域の水質汚濁を防止するため、浄化槽を適

正に維持する組合に対して、基準に基づき補助金を交付する。

12,000

(12,000)
継続 継続 下水道課

7
雨水貯留施設設置費補助

金

雨水の有効活用及び流出抑制のため、雨水貯留施設を設置する者に

対して、費用の一部を補助する。

500

(500)
継続 継続 下水道課

（８）河川環境の整備 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 河川維持事業 河川の維持管理修繕を実施する。
66,714

(33,400)
継続 継続 道路河川課
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（９）道路網の充実 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 道路新設改良費
幹線道路及び地域の実情に応じた生活道路の整備を実施すること

により、交通の利便性、安全性を確保する。

368,143

(205,193)
継続 継続 道路河川課

2 道路橋梁維持管理費 道路や橋梁等の維持管理、修繕を実施する。
350,896

(246195)
継続 継続 道路河川課

3 道路除雪事業 除雪作業及び融雪剤散布作業を実施する。
30,696

(27,246)
継続 継続 道路河川課

（１０）公共交通の充実 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 市営バス運行事業
高齢者等交通弱者に対する通院、買物及び高校生等の通学におけ

る生活交通を確保するため、市営バスを運行する。

24,859

(57,815)
継続 継続 地域振興課

2 生活路線バス等運行事業

高齢者等交通弱者に対する通院、買い物及び高校生等の通学にお

ける生活交通を確保するため、コミュニティバス、予約型デマンド

バス等の運行を委託し、併せて民間路線バス事業者に対して補助金

を交付する。

132,757

(126,176)
継続 継続 地域振興課

3 放置自転車等対策事業
放置自転車等禁止区域及び自転車等駐車場内における自転車等の

放置を防止する。

22

(22)
継続 継続 都市計画課

4
園部駅周辺維持管理・整備

事業
園部駅周辺の都市施設等の適切な維持管理と環境保全を行う。

6,929

(6,839)
継続 継続 都市計画課

5
八木駅周辺維持管理・整備

事業
八木駅周辺の都市施設等の適切な維持管理と環境保全を行う。

5,756

(4,576)
継続 継続 都市計画課

6
園部駅西口広場自転車等

駐車場事業

園部駅西口広場自転車等駐車場の維持管理及び施設利用者の受付

精算業務を行う。

5,421

(5,577)
継続 継続 都市計画課

7 山陰本線駅舎等整備事業 ＪＲ西日本との協定に基づき、ＪＲ八木駅東口の用地取得を行う。
3,000

(100,000)
継続 継続 都市計画課
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8
八木駅東口駅前広場整備

事業

八木駅東口駅前広場について、市民と協働して整備構想を検討し

整備を進める。

0

(0)
継続 継続 都市計画課

9 駅関連施設管理運営費 八木・日吉支所管内のＪＲ5駅の関連施設管理、修繕経費。
13,153

(9,757)
継続 継続 地域振興課

（１１）情報通信基盤の充実 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

１ 地域情報基盤管理運営費
ＣＡＴＶサービスに関するハード、ソフトの保守体制の充実を図

る。

263,883

(403,146)
－ － 情報課
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基本方針８ 効率的・効果的な行財政によるまちづくり

（１）持続力のある財政運営の推進 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 市有財産処分等促進事業
未利用市有地の有効活用や処分を検討するとともに、公共施設の

再配置を進める。

23,357

(12,897)
継続 継続 総務課

2 契約管理システム管理費
電子入札システム等、各種システムの保守、及び、利用料の支払い

を行う。

7,900

(7,900)
継続 継続 監理課

3
建設事業等執行審議会運

営費

市長の諮問に応じ、工事の円滑な執行に関し必要事項を調査及び

審議を行う。

また、入札監視委員会を年 2回開催し、入札、契約事務の適正な

実施の監視を行う。

101

(101)
継続 継続 監理課

4
公共事業再評価審査委員

会運営費

公共事業のうち、事業期間が長期間経過したものについて再評価

を行い、必要に応じて事業の見直しを行う。

36

(70)
継続 継続 監理課

5 地域創生推進管理事業

南丹市地域創生会議を開催し、地域創生戦略の具現化に向けた取

り組みの進捗状況の確認と評価を行い、後年度の取り組みの参考と

する。

104

(104)
継続 継続 企画財政課

6
総合振興計画進行管理事

業

第 2次南丹市総合振興計画の効率的な実行のため、進捗管理を行

う。

798

(798)
継続 継続 企画財政課

（２）行政サービスの向上 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（前年度予算額）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1 職員厚生費

事業主として法定事項である職員の定期健診、雇入時健診及び産

業医の選任安全衛生活動を実施。Ｈ27.12 月の法改正に基づき、Ｈ28

年度から職員のストレスチェック検査も義務付けられ、Ｈ29 年度か

ら集団分析も実施している。

10,033

(9,634)
継続 継続 人事課

2 職員研修費 南丹市人材育成基本方針に基づき、職員の資質向上のための共同 4,972 継続 継続 人事課
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研修への派遣及び庁内研修の実施。人事評価制度の適正な実施に伴

い、職員の能力、資質向上を行うとともに、評価者、被評価者の研修

を実施し、適正な処遇反映につなげる。

(5,694)

3 行政改革推進事業

効率的・効果的な行政運営を図るために、市の事務事業等を常に

見直し、更に効率的で簡素な行政運営に努めるため、第 4次行政改

革大綱に基づき、各種の改善の継続的な取り組みを進める。

205

(502)
継続 継続 人事課

4 広報発行費

広報「なんたん」並びにお知らせ「なんたん」を発行することによ

り、市民生活に直結する情報や行事の案内を行い、情報を必要とす

る市民の選択の幅を広げる。

9,914

(10,282)
継続 継続 秘書広報課

5 庁舎等施設整備事業

現本庁舎は、庁舎や窓口部門が分散していること、また防災拠点

であるが耐震基準を満たしておらず、建物の配置や構造上、運用面

でも不便なところがあることから、新庁舎の建築、1・2号庁舎の耐

震改修を行い一体的に活用し、行政サービス機能及び防災拠点機能

の強化を図り効率的・効果的な行政運営を推進する。

1,177,697

(0)
継続 継続 総務課

2022年度
新規事業
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参考：新型コロナウイルス感染症対応 （単位：千円）

番

号
事業名 事業概要

2022 年度

予算額

（千円）

方向性
所管部署 備考

2023 年度 2024 年度

1
新型コロナウイルスワク

チン接種対策事業

新型コロナウイルス感染症のまん延防止のため、予防接種法第 29
条の規定により第一号法定受託事務とされている新型コロナウイル

スワクチンに係る臨時特例的な予防接種事業を実施する。

270,029
必要に応

じて実施

必要に応

じて実施
保健医療課 感染予防

2
ひとり親世帯生活支援特

別給付金給付事業

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で、食費等の物

価高騰等に直面する低所得の子育て世帯（ひとり親世帯）に対し、そ

の実情を踏まえた生活の支援を国が行うとしたもので、対象児童一

人あたり５万円を給付する。

20,086
必要に応

じて実施

必要に応

じて実施
子育て支援課 経済対策

3
ひとり親以外世帯生活支

援特別給付金給付事業

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で、食費等の物

価高騰等に直面する低所得の子育て世帯（ひとり親以外で住民税非

課税世帯等）に対し、その実情を踏まえた生活の支援を国が行うと

したもので、対象児童一人あたり５万円を給付する

23,900
必要に応

じて実施

必要に応

じて実施
子育て支援課 経済対策

4 議事録作成費

議場および委員会室で使用するマイクを抗菌加工済・議事録作成

システムに対応したものに刷新することで、感染予防とコロナ禍に

おける接触低減に寄与する。

26,730
必要に応

じて実施

必要に応

じて実施
議会事務局 感染予防

5 電子自治体推進事業

窓口の非接触化のため、公金収納対応セミセルフレジを導入する。

併せて、住民票の写し・印鑑登録証明書発行についてはコンビニ交

付を開始することで、交付窓口の混雑減少と非接触化を推進する。

10,743
必要に応

じて実施

必要に応

じて実施
情報課 感染予防

6
市営バス運行事業特別会

計繰出金

バス事務所における感染予防のため、トイレ・エアコン改修を実

施し、相当額を一般会計より繰り出す。
2,073

必要に応

じて実施

必要に応

じて実施
地域振興課 感染予防

7 選挙執行経費

選挙人が多い投票所に投票用紙交付機を導入することで、投票事

務の迅速化を図り、投票所内の混雑を緩和するとともに接触機会の

低減により新型コロナウイルス感染症拡大を抑制する。

6,864
必要に応

じて実施

必要に応

じて実施
総務課 感染予防

8
国民健康保険事業特別会

計繰出金

コロナ禍による大幅減収で保険税の支払いが難しくなった被保険

者に対して保険税を減免し、相当額を一般会計より繰り出す。
513

必要に応

じて実施

必要に応

じて実施
市民課 経済対策

9
興風交流センター管理運

営費
保健相談所における感染予防のため、エアコン修繕を実施する。 670

必要に応

じて実施

必要に応

じて実施
人権政策課 感染予防

10
美山文化センター管理運

営費

美山福泉館および美山若草遊園地のトイレを洋式化することで、

飛沫感染を予防する。
400

必要に応

じて実施

必要に応

じて実施
人権政策課 感染予防
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12 公立保育所運営事業
コロナ禍で保護者と対面での情報交換機会が減っていることを受

け、Eメッセージシステムを導入し、連絡体制を緊密化する。
810

必要に応

じて実施

必要に応

じて実施
子育て支援課 感染予防

13
保健福祉センター管理運

営費

利用者が快適に過ごせる環境を保つため、老朽化し、不具合のあ

るエアコン改修を実施する。
3,544

必要に応

じて実施

必要に応

じて実施
保健医療課 感染予防

14
農業経営収入保険加入促

進事業

新型コロナウイルス感染症の拡大による市場価格の下落や販路の

減少、病害虫や自然災害など、様々な経営リスクを抱える農業経営

において、農業者の所得の安定と持続的な地域農業の発展を図るた

め、農業者の農業経営収入保険への加入を促進することを目的に、

保険料の一部を補助する。

2,000
必要に応

じて実施

必要に応

じて実施
農業推進課 経済対策

15 農・商・観連携モデル事業

アフターコロナ対策として市内で農産物の生産に取り組む農業法

人等が農産物の収穫体験コンテンツの造成や、農産物を活用した加

工品を製造し、観光型農業や販売等を複合的に取り組む活動を支援

するため、補助金を交付する。

5,000
必要に応

じて実施

必要に応

じて実施
農業推進課 経済対策

16
NCクリーン創設・普及事
業

市独自の新型コロナウイルス感染症対策に対する基準の遵守を宣

言した飲食・観光事業者に対し、感染防止対策に係る備品等の購入

などに規模に応じて支援を行い、積極的な感染防止対策により市民

が安心して利用できる安心の環境づくりを進める。

500
必要に応

じて実施

必要に応

じて実施
商工課

感染予防

経済対策

17 販路開拓緊急支援事業

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、売上げの低下や在庫の

保有など厳しい状況が続く事業者が、停滞中のマーケットとは異な

る市場への進出や在庫品の加工、新商品の開発などを行う場合の経

費に対し、南丹市販路開拓緊急支援事業補助金交付要綱に基づき補

助金を交付する。

15,000
必要に応

じて実施

必要に応

じて実施
商工課 経済対策

18
弁当情報サイト活用促進

事業

新型コロナウイルス感染症の影響で売上が減少した飲食事業者

が、市の情報発信サイト「Kyo Iku Day」を利用し、低廉化させたお
弁当の販売等を行うことにより、市民の負担を軽減するとともに、

飲食事業者の売上確保支援を行う。

10,000
必要に応

じて実施

必要に応

じて実施
商工課 経済対策

19 ＢＣＰ策定普及事業

感染症拡大時や災害発生時の対策として事業継続計画（BCP）の
策定に取り組む事業者を増やすため、市内事業者を対象に BCP策定
セミナーを開催する。

300
必要に応

じて実施

必要に応

じて実施
商工課

感染予防

経済対策

20 ＢＣＰ策定支援事業

感染症拡大時や災害発生時の対策として事業継続計画（BCP）の
策定に取り組む事業者を増やすため、市内事業者を対象に BCP策定
経費に対して補助金を交付する。

500
必要に応

じて実施

必要に応

じて実施
商工課

感染予防

経済対策
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21
レジリエンス対策強化事

業

事業継続計画（BCP）を策定している市内事業者で、その計画に
基づく取り組みを支援するため補助金を交付する。

2,000
必要に応

じて実施

必要に応

じて実施
商工課

感染予防

22
超マイクロツーリズム支

援事業

新型コロナの影響を受けた市内観光事業者（宿泊業）の支援及び

市民による魅力再発見等を目的に、市民が市内観光し、宿泊施設を

利用した場合の支援制度を創設し、市民による市内宿泊施設利用の

際の宿泊代金に応じたクーポン券（商工会商品券）を交付する。

5,735
必要に応

じて実施

必要に応

じて実施
商工課 経済対策

23
観光宣伝事業【観光交流

室】

アフターコロナにおける観光振興の推進を含め、南丹市の観光ビ

ジョンを策定する。

市の観光施設（お食事処きたむら・喫茶彩花）のトイレを洋式化す

ることで、飛沫感染リスクを下げ、観光客が安全に利用できる環境

を整える。併せて、市の観光施設（美山町自然文化村）で給湯設備を

設置し、手洗いを励行する。

1,000
必要に応

じて実施

必要に応

じて実施
観光交流室

感染予防

経済対策

24
観光交流関連施設管理運

営費
16,280

必要に応

じて実施

必要に応

じて実施
観光交流室

感染予防

経済対策

25
スクールバス運行事業【学

校教育課】

スクールバス内での児童の三密を防ぐため、バスの運行本数を増

発し、接触リスクを低減させる。
152,256

必要に応

じて実施

必要に応

じて実施
学校教育課 感染予防

26 教育振興事業（小学校）
校外学習バス内での児童の三密を防ぐため、バスの運行本数を増

発し、接触リスクを低減させる。

また、コロナの感染拡大状況によって修学旅行が中止となった場

合に保護者が負担するキャンセル料等について補助する。

22,232
必要に応

じて実施

必要に応

じて実施
学校教育課 感染予防

27 教育振興事業（中学校） 39,476
必要に応

じて実施

必要に応

じて実施
学校教育課 感染予防

28 施設管理運営費
文化博物館の男子トイレ小便器を改修することで、飛沫感染リスク

を下げ、来館者が安全に利用できる環境を整える。
200

必要に応

じて実施

必要に応

じて実施
社会教育課 感染予防


